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CPTPPについて
〔CPTPPの意義〕
2016年２月のTPP署名から9年、2018年12月のCPTPP発効から6年が経過した。また、2024年12月には、CPTPPへの英国の加入議定

書が発効し、CPTPPの意義がアジア太平洋地域を越えて更に拡大した。さらに、2024年11月のTPP委員会ではコスタリカとの加入手続を
開始することが決定され、現在加入交渉が進められている。
CPTPPは、当初のTPPから米国が離脱した後、日本が力強いリーダーシップを発揮して11か国をまとめ上げ、一つの巨大な経済圏を作

り出したものである。CPTPPは、幅広い分野をカバーした高い水準の新たな共通ルールを維持し、世界に広めていく意義を有しており、
これは我が国がこれまで進めてきた自由で公正な経済秩序の推進にも資するものである。現在の国際経済環境を踏まえれば、その意義は
ますます大きくなっている。

〔総合的なTPP等関連政策大綱のフォローアップ〕
我が国がCPTPPを含む経済連携協定を積極的に活用して経済成⾧を実現するため、2015年、「総合的なTPP等関連政策大綱」（以下

「大綱」という。）を策定した。大綱では、政策目標を定量的な成果目標（KPI）とともに設定し、その実現のための施策を示しているも
のであり、大綱がその後累次にわたり改訂される中で、KPIについてもその進捗状況をチェックし、当初の目標を達成したもの等について
は、更に野心的な目標を掲げる等のアップデートを行っている。
今般のフォローアップにおいても、海外の成⾧市場の取り込み、国内産業の競争力強化・進化、農林水産業を中心とする施策展開など、

多くの分野で有意な進捗が見られたところであり、大綱策定以来の施策の効果が浸透してきていると評価され得るものである。

〔今後の展開〕
自由で公正な経済秩序の維持・拡大はますます重要となっている中、今後もCPTPPの更なる発展と我が国経済への一層の貢献を目指し、

我が国としてリーダーシップを発揮して取り組んでいく。
 新規加入:今後も加入要請エコノミーが協定の高い水準を完全に満たすことができ、加入後の履行においても満たし続けていく意図

と能力があるかについて「オークランド３原則」※に基づいて対応し、外部に開かれた魅力的な「生きた協定」として発展させていく。
2024年11月に開始されたコスタリカの加入交渉においても、我が国の国益にかなった最善の結果が得られるよう対応していく。
※①協定の高い水準を満たす用意があること、②貿易に関するコミットメントを遵守する行動を示してきていること、③CPTPP締約国のコンセンサス

 一般的な見直し:CPTPPが引き続き時代の要請に即した協定であり続けるよう、既存の協定に含まれているルールの改善に加えて、
経済的威圧やサプライチェーン強靭化、市場歪曲的措置といった課題を重視して議論に貢献していく。

 価値を共有する国々との連携:我が国を含むアジア太平洋地域、ひいては世界全体の貿易・経済の更なる成⾧・発展や自由で公正な
経済秩序の構築に寄与するものとなるよう、価値を共有する国々との連携を継続していく。

 更なる利活用:グローバルな展開に意欲を有する企業等を積極的に支援するために、農林水産品の輸出や中小企業の海外展開の促進、
対日直接投資の拡大等の施策を実施、CPTPP等の更なる利活用を通じ、国内各産業の強化・効率化を進めていく。
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（１）きめ細やかな情報提供及び相談体制の充実

①ＴＰＰ等の普及・啓発
②中堅・中小企業等のための相談体制の充実
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④インフラシステムの海外展開促進
⑤デジタル化を含む海外展開関係のビジネス環境整備

２ ＴＰＰ等を通じた国内産業の競争力強化・進化
（１）ＴＰＰ等を通じた国内産業のデジタル化・生産性向上

○イノベーション、企業間・産業間連携による生産性向上促進
（２）ＴＰＰ等を通じた対内投資活性化の促進

○地域への対内投資活性化等を通じた対内投資の拡大
（３）ＴＰＰ等を通じた地域経済の活性化の促進

①地域に関する情報発信
②地域リソースの結集・ブランド化
③地域の雇用や経済を支える中堅・中小企業・小規模事業者、

サービス産業の高付加価値化
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◇ 主要施策の進捗状況報告



株式会社ナウ産業

• 鉄鍋・鉄フライパン製造販売企業。
星・馬への販路拡大を目指し、ハ
ンズオン支援事業を利用。専門家
が海外出張に同行、商談の進め
方、商談フォロー等を助言。海外
現地展示会出展をきっかけに現
地バイヤーとつながり成約に至る。

• ジェトロ中小企業
海外展開現地支
援プラットフォー
ムを利用し現地
企業コンタクト。
現地代理店契約、
新規受注を獲得。

＜新輸出大国コンソーシアム＞
＜ジャパンモール事業＞

IPPINKA（連携EC事業者）

• カナダのECサイトにて特設サイ
トを開設、日本のデザイン雑貨・
日用品等を販売。

• SNSやメルマガ案内等のマーケ
ティングを効果的に組み合わせ
てプロモーションした結果、特設
サイトへのアクセス数が拡大、
販売拡大に寄与。

高い技術を鉄鍋に採
用し海外市場を獲得

IPPINKAのジャパンモール特設サイト

輸出促進・海外進出支援による海外の成⾧市場の取り込み

や わ た や ちゃ ほむ ろ ま ち しゅ ぞ う

実績を踏まえた評価等

これまでの実績

◆海外展開の裾野を広げるため、新たな担い手となる企業等を後押し
（１） きめ細やかな情報提供及び相談体制の充実

① ＴＰＰ等の普及・啓発
地方説明会等を開催し、丁寧な情報提供を実施。アンケート調査において満足度80％

以上を目指すとの目標を達成。

② 中堅・中小企業等のための相談体制の充実
よろず支援拠点を各都道府県に設置、相談体制を整備。アンケート調査において満足

度80％以上を目指すとの目標を達成。

令和５年度に日欧産業協力センターは日EU間の貿易投資分野相談に80件対応。

（２） 新たな市場開拓、グローバル・バリューチェーン構築支援
① 中堅・中小企業等の新市場開拓のための総合的支援体制の強化
新輸出大国コンソーシアム(11,165社に会員証を発行、371名の専門家配置、1,125の

参画支援機関(令和６年12月25日時点))による総合的支援を実施。

世界の主要ECサイトに「ジャパンモール」を設置。令和５年度は、15か国60の連携先
に商品を登録。延べ1,271社、8,195商品の輸出に成功。

② コンテンツ、サービス、技術等の輸出促進
放送コンテンツの海外展開を促進。2023年度の放送コンテンツ海外販売作品数は

3,900本。

③ 農林水産物・食品輸出の戦略的推進（農林水産省関係は３ページ）
JETROに「日本食品海外プロモーションセンター(JFOODO)」を設置し、日本産酒類の

情報発信を行うなど、国際的プロモーションや海外販路開拓支援等を実施。

日本産酒類の情報発信、海外販路開拓支援等を実施。令和６年の日本産酒類輸出
額は1,337億円（対前年比0.5％減）。

④ インフラシステムの海外展開促進
令和３年及び令和４年の受注実績はそれぞれ約30兆円及び約31兆円を計上。2024年

12月の経協インフラ戦略会議で、2030年に45兆円のインフラシステムの受注目標を新
たに設定。

⑤ デジタル化を含む海外展開関係のビジネス環境整備
アジア諸国を中心に、民法・民事訴訟法等の基本法令のみならず、ビジネス環境に直

接影響を及ぼし得る仲裁、調停、倒産法制や知的財産権に関する法律実務家の人材
育成などを支援。

令和６年度までに８つのEPAにおいて、さらに、令和７年５月から日モンゴルEPAにつ
いてもPDF ファイルでの原産地証明書（CO）の発給が実現。

CO情報の電子的データ交換については、令和５年６月から日インドネシアEPAにおい
て運用を開始、日タイEPA及びAJCEPにおいて導入に向けた協議を進めている。 1

成果事例

○ 令和４年度の中堅・中小企業等の輸出額及び現地法人売上高の
合計は34.7兆円と前年度より6.3兆円増加したほか、農林水産物・食品
の輸出額も１兆5,071億円と過去最高を更新するなど、海外市場の取り
込みが進展している。

○ 今後も海外展開の拡大に向けて、引き続き、CPTPPを含む経済連
携に関する情報を積極的に提供していくほか、貿易円滑化に資する
各種手続のオンライン化などのビジネス環境整備など、新たな担い手
となる企業等を後押しする施策を着実に実施していくことが望ましい。



●対内投資促進、協業・連携支援
＜支援事例＞

ＴＰＰ等を通じた国内産業の競争力強化・進化

◆ 内外企業の協業・連携の支援、対内投資の促進、地域

経済の活性化等による経済成長を目指し施策を実行

（１）ＴＰＰ等を通じた国内産業のデジタル化・生産性向上

○ イノベーション、企業間・産業間連携による生産性向上促進
スタートアップ参加型の社会課題解決・グローバル・バリューチェーン

共創の支援等では、令和元年度以降100件以上の実証事業や実行
可能性調査を実施。

（２）ＴＰＰ等を通じた対内投資活性化の促進
○ 地域への対内投資活性化等を通じた対内投資の拡大
令和５年度は、1,125件の対日投資プロジェクトを支援、99件の外国

企業を誘致。そのうち43件が地域に進出。またJ-Bridgeを通じて31件
の国内外企業の協業・連携事例を創出。

（３）ＴＰＰ等を通じた地域経済の活性化の促進
① 地域に関する情報発信
日本政府観光局を通じ日本の多様な食・食文化の魅力を情報発信。

食や農に関する滞在コンテンツの充実や情報発信などの取組を支援。

② 地域リソースの結集・ブランド化
地域ブランディング強化支援事業により、自治体に対して外国企業

の視点によるコンサルティング支援を令和５年度まで実施。

③ 地域の雇用や経済を支える中堅・中小企業・小規模事業者、
サービス産業の高付加価値化

地域の特性や強みとデジタル技術を掛け合わせた、地域企業等が行

う実証事業に対する支援を実施中。

中小企業の経営改善計画策定支援を通じ、令和５年度の認定支援

機関による経営改善計画策定支援決定件数は2,162件、早期経営改

善計画策定支援決定件数は754件を計上。
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これまでの実績 成果事例

実績を踏まえた評価等

• 放射線画像処理・可視化する製品の
設計・開発を行う企業であるInnovative
Physicsは、2008年に英国で創業、欧
州の他、北米やアジアに拠点を有する。
2023年６月、東京都に「日本イノベー
ティブフィジックス合同会社」を設立、放
射線画像処理システム等について日
本の顧客へのコンサルティング等の
サービスを提供。

• ジェトロ対日投資・ビジネスサポートセ
ンター（IBSC）において、テンポラリーオ
フィスの提供、中央省庁との面談アレ
ンジ、及び登記・税務のコンサルテー
ション等の支援を実施。

Innovative Physics
（英国、環境・エネルギー）

• ベトナム政府が掲げる温室効果ガ
スの排出量の削減目標を達成する
ため、カーボンニュートラルの推進
に関するソリューションを有する
Green Carbon（日本初SU）が、ベト
ナム国立農業大学と水田におけるメ
タンガス排出抑制に向けた共同研
究を実施。

• ジェトロ現地事務所による面談設定
やプロジェクト運営に付随する各種
契約上の留意点等の情報提供、実
証に協力可能な地場農家のリスト
アップ、現地専門家の紹介を実施。

Green Carbon（日本）×ベトナム国立
農業大学(ベトナム)

○ 今後もスタートアップによるイノベーションの促進を始め、国内産業のデジタ
ル化・生産性向上、対内投資の活性化及び地域経済の活性化を目指した取組
を着実に実施していくことが望ましい。

○ 令和５年のサービス産業の労働生産性は昨年から0.5ポイント増加して
1.38％に上昇したほか、令和６年末の対内直接投資残高は53.3兆円と過去
最高を記録し、令和６年の訪日外国人旅行者数及び消費額はともにコロナ禍
前の令和元年の水準を超えるなど、国内産業の競争力強化・進化を加速させる
動きが見られる。



農林水産業

①強い農林水産業の構築（体質強化対策）

○ 次世代を担う経営感覚に優れた担い手の育成
就職氷河期世代等を含む幅広い世代の就農促進のため、就農希望者の就

農準備や、農業法人等における実践研修等を支援。令和４年度補正（新規
就農者確保緊急対策）による支援者は計851名。

○ マーケットインの発想で輸出にチャレンジする農林水産業・食品産業
の体制整備
輸出に意欲的な事業者の輸出事業計画を延べ752件認定（令和７年３月

末時点）。
令和２年以降、米国向け水産物取扱認定施設を141施設増加（合計608

施設）、EU向け水産物取扱認定施設を54施設増加（合計129施設）

（令和７年３月末時点）。食品産業の輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設の整備
等を28件支援（令和５年度補正予算事業）。

○ 国際競争力のある産地イノベーションの推進
収益力向上に取り組む産地における農業機械・施設の整備等を支援。現

時点で、評価対象のうち約5割の事業実施地区が販売額等の 10 ％以上
の改善を実現。

生産現場のスマート農業加速化等に必要な技術の開発、実証等を支援。
令和元年度～令和６年度まで、全国217地区の生産現場にスマート農業
技術を導入し、農業経営の改善効果等を実証。

○ 畜産・酪農収益力強化総合プロジェクトの推進
収益力向上に取り組む畜産経営体に必要な機械・施設の整備等を支援。

取組産地では、飼料生産を強化した酪農経営体で、作付面積が21%拡大、
牛の観察を強化した肉用牛繁殖経営体で、受胎率が2.3%向上。

○ 合板・製材・構造用集成材等の木材製品の国際競争力の強化
製材工場の大規模化等に必要な施設整備を支援。事業を実施した工場

では、１日当たりの原木処理量が28％増加。

○ 持続可能な収益性の高い操業体制への転換
意欲ある漁業者による生産性の向上、省力・省コスト化に資する漁業用

機器導入等を支援。成果目標の達成度96％を実現。

②経営安定・安定供給のための備え （重要５品目関連）

法制化された牛・豚の経営安定交付金（マルキン）の補填率の引上げとと
もに、輸入加糖調製品の調整金を着実に徴収し、これを原資とした経営安
定対策を実施。
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● 2024年の農林水産物・食品
の輸出額は１兆5,071億円。
12年連続増、初めて1兆５千
億円を突破し、過去最高を
更新。

● 農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略で掲

げる輸出重点品目29品目のうち、コメ、りんご、
牛肉等27品目に関する15団体について、品目
ごとにオールジャパンで輸出促進を図る認定
品目団体として認定。
（令和５年12月12日時点）

● 輸出支援プラットフォーム
を、米国、タイ、シンガポール、
EU、ベトナム、香港、中国、
台湾、マレーシア、ＵＡＥの10
か国・地域、16拠点に設置。

これまでの実績 成果事例

実績を踏まえた評価等

○ 農林水産物・食品の輸出額が2024年に１兆5,071億円と過去最高を更新した
ほか、園芸や畜産・酪農を含む多様な産地において経営改善につながる取組
が拡大している。また、林業・水産業でも生産性向上の取組が成果を挙げている。

○ 今後も強い農林水産業の構築に向けて、引き続き、農林水産物・食品に係る
輸出へのチャレンジを後押ししつつ、国際競争力の向上に資する先進的な取組
等への支援を図るとともに、担い手の育成や生産基盤の整備、経営安定対策等
を着実に実施していくことが望ましい。



食の安全・安心

◆国際基準や科学的な根拠を踏まえ、リスクコミュ
ニケーション推進も含めた必要な措置を適切に
実施

○ 食品安全に関する情報提供等

平成29年９月から開始された新たな原料原産地表示制

度の普及・啓発を実施（説明会の開催、相談窓口の設
置、事業者向けマニュアルの作成等）。

消費者が正確な情報に接し、自らの判断により消費行
動を行うことができるようリスクコミュニケーションを実施。

○ 輸入食品に対する監視指導等
モニタリング検査や現地調査、二国間協議等により、輸

入食品の適切な監視指導を実施。

●輸入食品の適切な監視指導等
における成果の具体例
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○輸入食品の監視指導の結果

食中毒菌が付着した食品、有害物質に汚染され
た食品、残留農薬基準に違反する食品等を排除

令和５年度令和４年度

131件156件
モニタリン
グ検査に係
る違反件数

○現地調査、二国間協議等の結果

検査命令等の対象食品について、輸出国にお
ける原因究明及び再発防止対策を要請

例:ベトナム産ドリアンの残留農薬（プロシ
ミドン）検査命令の解除

令和５年度令和４年度

15品目
22項目

14品目
13項目

検査命令
解除品目

これまでの実績

成果事例

実績を踏まえた評価等

知的財産

◆ＴＰＰ等の締結に合わせて講じた制度改正等
の措置について、適切な運用等を行うとともに、
地理的表示（ＧＩ）の保護や植物新品種及び和
牛遺伝資源の保護を進める。

① 特許・商標関係
特許庁HPで制度改正の概要を公表するなど、制度

の周知や適切な運用に努めた。

② 著作権関係
TPP整備法による著作権法の改正事項について、文

化庁HPや著作権セミナー等において周知を行った。
著作物等の利用円滑化のため、令和５年著作権法

改正により創設される未管理著作物裁定制度の施
行準備のほか、権利情報集約化のための調査研究、
柔軟性のある権利制限規定の活用促進、その他社
会的諸課題への対応等を行った。

③ 地理的表示（GI）関係
国内でのＧＩ登録を進めるとともに、改正ＧＩ法に基づ

き、日ＥＵ・ＥＰＡにおいて日本の108産品（令和５年12
月現在）、日英ＥＰＡにおいて日本の109産品（令和６
年12月現在）を相手国で保護（酒類を除く。）。

④ 植物新品種・和牛遺伝資源保護関係

＜植物新品種＞
242品種が海外で育成者権を取得、海外で権利行使

が可能。
海外における実効的な侵害抑止に向け、海外ライセ

ンス指針を策定。
海外での日本品種の無断栽培の実効的な抑止をし

つつ、海外からの稼ぎにつなげるため、育成者権管
理機関の取組を推進。

＜和牛遺伝資源保護関係＞
和牛遺伝資源関連２法に基づき、家畜人工授精所

への立入検査及び、譲渡契約の締結等の不正競争
防止の取組を推進。

これまでの実績

＜海外で品種登録された品種例
（令和５年10月～令和６年９月）＞

 中国で登録：イチゴ「紀の香」
（和歌山県開発）

 韓国で登録：ニホンナシ「甘太」
（農研機構開発）

 ベトナムで登録：ブドウ「ラベリー」
（種苗会社開発）

 韓国で登録：カンショ「あかねみのり」
（農研機構開発）

 アメリカで登録：茶「かなえまる」
（農研機構開発）

＜和牛遺伝資源保護関係＞
 和牛遺伝資源である家畜人工授精用精液

の生産を行うほぼ全ての家畜人工授精所
において、譲渡先との契約の締結による
不正競争の防止の取組を実施。

成果事例

実績を踏まえた評価等

○ 加工食品の原料原産地表示制度に関する情
報発信や輸入食品に対する監視指導等が適切
に実施されている。

○ 海外からの輸入食品・原料の増加等も見据え、
引き続き、情報発信や監視指導等を着実に実施
することが望ましい。

○ 今後、更なる貿易環境の向上に向け
て、農林水産物等の競争優位性の確保
や生産者・事業者の利益・機会の逸失を
防止するため、引き続き、施策の周知や
保護の拡大等に着実に取り組むことが
望ましい。

○ 地理的表示（GI）の登録や植物新品
種の保護に係る件数が拡大するなど、
知的財産の保護に向けた取組が適切に
実施されている。



■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【中堅・中小企業等をはじめとする産業界への情報の提供】

１（１）①TPP等の普及・啓発

（外務省）

（目標）セミナー・説明会参加者等へのアンケート調査において、満足度80％以上を目指す。
⇒ 93.9％（外務省、令和６年度）

94.7％（経済産業省、2024年12月現在）

（経済産業省）

（１）施策概要
事業者のＣＰＴＰＰ等の活用促進のため、協定の内容やメリット、利用のための実務的な手続、さらに海外展開支援施策等について説明す

るセミナーを実施。

（２）成果実績・活動実績
令和６年１月から令和６年１２月までに全国各地で説明会を実施、参加した事業者に対するアンケート調査では80％以上の満足度を達成。

（３）施策の今後の必要性
RCEPの発効に伴い発生したトラブルへの対処事例の共有含め、これまで以上に各協定の活用を促すための周知や啓発、きめ細かな情報

提供や利用支援が求められるところ、より効果的なセミナー実施や情報提供等を図ることが必要。
5

（１）施策概要
ＣＰＴＰＰ等を含むＥＰＡのメリットを企業関係者等各層に説明する広報活動等を行うことにより、ＥＰＡの活用を推進し、日本企業の海外進

出を支援する。

（２）成果実績・活動実績
毎年２回程度の頻度でＥＰＡの積極的な活用の促進を目的としたセミナーを開催。政策大綱決定以降、東京のみならず、仙台や四日市等

各地で開催。令和２年以降は、参加者の利便性向上等のため、オンライン形式又はハイブリッド形式で実施、令和７年においては、２月にオ
ンライン形式、３月に新潟市（ハイブリッド形式）で開催。

（３）施策の今後の必要性
企業関係者を中心にＣＰＴＰＰ等の理解を深め、活用を促すため、今後もＣＰＴＰＰ等ＥＰＡの普及・啓発に努めていくことが必要。



（１）施策概要 
中小企業・小規模事業者等が抱える様々な経営課題に対応するワンストップ相談窓口として各都道府県に「よろず支援拠点」を設置するこ

とで経営課題の解決に向けた支援を実施。 

（２）成果実績・活動実績 
よろず支援拠点設置数：47拠点（令和５年度）、アンケート調査：満足度96.1％（令和５年度）  

（３）施策の今後の必要性 
外部環境の変化に伴い、中小企業・小規模事業者等が抱える経営課題がより複雑化・高度化する中で、各々の経営課題に対応できる支

援体制の構築が必要。 

■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【中堅・中小企業のための相談体制の充実】

１（１）②中堅・中小企業等のための相談体制の充実

（目標）相談窓口利用者等へのアンケート調査において、満足度80％以上を目指す。
⇒ 96.1％（令和５年度）

（経済産業省）（中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業） 

（経済産業省）（欧州における中小企業の国際化と競争力強化支援） 

（１）施策概要
日欧産業協力センターは、ＥＵ域内外が参加するエンタープライズ・ヨーロッパ・ネットワークの日本におけるサポート機関として活動、日ＥＵ

間の貿易投資分野における相談を実施。

（２）成果実績・活動実績
日欧産業協力センターへの日ＥＵ間の貿易投資分野における相談件数：80件（令和５年度）

（３）施策の今後の必要性
ＥＵへの製品輸出に関わる法規制や規格、欧州市場への参入等の多岐にわたる問合せに対応していくことが必要。

6



１（１）②中堅・中小企業等のための相談体制の充実

（財務省）
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（１）施策概要
ＣＰＴＰＰ等のＥＰＡ税率適用のためには、原産地規則に従い、輸入貨物が同協定締約国の原産品であることを輸入国税関に示す必

要がある。税関では、輸出入者が円滑に手続できるよう、ニーズを踏まえた支援を実施。具体的には、原産地規則等について、ＥＰＡ
利用支援セミナー開催による説明のほか、輸出入者からの各税関への照会対応、税関ホームページ・ＹｏｕＴｕｂｅでの一層の情報拡
充やアンケート調査等による民間支援ニーズ把握等、適切な周知・支援を実施。 

（２）成果実績・活動実績
ＥＰＡ利用支援セミナー等（税関主催で令和５年度に16回開催）において、輸出入者等を対象に説明を実施。また、各税関や原産地

センターにおいて、輸出入者等からの原産地規則やＥＰＡ税関手続の照会に対応。令和５年度の日本税関のＥＰＡ等に関する原産地
規則等の情報提供への満足度※は、上位４段階の指標については96.9％となっている。 

(※)通関業者や製造業者等の事業者に対して、「大変満足」「満足」「どちらかといえば満足」「普通」「どちらかといえば不満」「不満」「大変不満」までの７段階評

価で、アンケート調査をしたもの。 
（参考）ASEAN諸国を含めた途上国税関に対しては税関手続の技術支援を実施している。 

（３）施策の今後の必要性
令和４年のＲＣＥＰ協定発効により、我が国貿易総額に占めるＥＰＡ等発効済みの国・地域の割合が約８割となり、さらに、令和６年

12月に英国のＣＰＴＰＰ の加入に関する議定書が発効、今後もＥＰＡの利用増加が見込まれるため、各税関における照会対応、事業者

ニーズを踏まえた 税関ホームページにおける情報の一層の拡充等により、引き続き適切な周知を図っていく必要がある。またEPA関

税の民間専門家（EPA関税認定アドバイザー）の養成及び活用支援が必要。



■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【中堅・中小企業等の新市場開拓のための総合的支援体制の強化】

１（２）①中堅・中小企業等の新市場開拓のための総合的支援体制の強化

（目標）2030年までに中堅・中小企業等の輸出額及び現地法人売上高の合計額を35.5兆円とする。※

⇒ 34.7兆円 （2022年度現在）
※政策大綱（令和２年12月決定）に記載の目標「2020年までに中堅・中小企業等の輸出額及び現地法人売上高の合計額2010年比２倍を目指す。」（2010年度:12.8兆円）は、政策大綱フォローアップ
（令和４年４月）において当該目標に更新した（「成⾧戦略フォローアップ工程表」（令和３年６月閣議決定）にも当該目標が記載）。

総合的な支援の対象企業の市場開拓・事業拡大成功率60％以上を目指す。
⇒ 63.0％（2023年度現在）
海外への直接輸出または直接投資を行う中小企業の比率を今後５年間（2025年まで※）で10％向上させる。
⇒ 17.6％（2021年度現在） ※2020年度から2025年度まで（集計上の理由により年度単位での実績とする。）

（経済産業省） （中堅・中小企業海外展開支援事業）

（１）施策概要
国、自治体、支援機関等で構成される新輸出大国コンソーシアムにおいて、専門家が計画策定から商談成立まで一貫支援。

（２）成果実績・活動実績
令和５年度までにハンズオン支援を実施した3,789社のうち、成功社数1,665社、支援終了979社、取組中1,145社。
（令和５年度にハンズオン支援を実施した893社のうち、成約（見込みを含む。）者数は392社。）

（３）施策の今後の必要性
目標の達成に向けて、海外展開に係るノウハウ・情報や人材が不足している中堅・中小企業等の課題を解決する新輸出大国コンソーシアム

のハンズオン支援は、今後も継続が必要。

（経済産業省） （越境ＥＣ等利活用促進事業）

（１）施策概要
海外主要ＥＣサイトに、日本商品の認知度向上及び販売促進を目的とする「ジャパンモール」を設置、中堅・中小企業等による海外ＥＣサイトで

の日本商品の販売を支援。

（２）成果実績・活動実績
令和５年度は、CPTPP加盟国５か国及び英国を含む15か国60の連携先にジャパンモールを設置。延べ1,271社、8,195商品の輸出に成功。

（３）施策の今後の必要性
目標の達成に向けて、中堅・中小企業等の海外展開のハードルを下げることが重要。世界のＥＣ市場が拡大する中、渡航や実店舗 への出品

が不要、かつ、中堅・中小企業等でも自社商品を世界中のバイヤーや消費者にアピールできる越境ＥＣの活用支援は、今後も継続が必要。 8



１（２）①中堅・中小企業等の新市場開拓のための総合的支援体制の強化

（経済産業省） （現地進出支援強化事業）

（１）施策概要
相談対応、現地情報の提供、商談機会の提供、人材育成等により、中堅・中小企業の海外展開をシームレスに支援。

（２）成果実績・活動実績
令和５年度は、展示会・商談会等を通じて、延べ2,504社を支援し、海外展開成功件数 8,608件を獲得。

（３）施策の今後の必要性
中堅・中小企業等の海外展開支援のニーズは高く、海外展開プロセスの進展度合いに応じて支援を実施する必要性は引き続き高い。

（経済産業省） （技術協力活用型・新興国市場開拓事業）

（１）施策概要
日本企業が海外現地でビジネスを行う上で必要となる人材育成等を支援。

（２）成果実績・活動実績
令和５年度は、 海外現地社員等378人の日本での研修、 日本からの31 人の専門家派遣、 2,828人に対するオンラインによる研修、34件

の寄附講座、開発途上国における日本企業の展開を支援することを目的とした38件のプロジェクト等を実施。

（３）施策の今後の必要性
本事業は日本企業と相手国関係者の双方から高い評価を得ており、 引き続き支援ニーズが高いため、継続が必要。
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１（２）①中堅・中小企業等の新市場開拓のための総合的支援体制の強化

【金融機関等による企業の海外進出支援】

（金融庁）

（１）施策概要
金融機関等による企業の海外進出支援と経済状況の変化を活用するための金融仲介機能発揮支援・促進。具体的には、地域金融機関

等に対し、「新輸出大国コンソーシアム」などの枠組みも活用しながら、海外進出や経営改革等に係る支援ニーズの的確な把握、企業への

効果的な情報提供、助言、資金提供等を促進 。

（２）成果実績・活動実績
令和２年12月の大綱改訂後、令和６年12月末までに金融関連業界団体との意見交換会等を計６回実施。業界団体との意見交換会におい

ては、事業者が期待する支援ニーズを的確に把握。改訂の機会等を捉えて、公的機関等とも連携しながら、適切な情報提供や助言、資金提
供等を行うことにより、海外進出や経営改革等に動き出す企業・事業者への適切な後押しを要請。

海外進出等の適切な後押しのため、金融機関は専門知識を有する職員の派遣を実施しており、日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）国内外事務
所への実績は、令和６年12月末時点で累計81機関から 258名。日本貿易保険（ＮＥＸＩ） と業務委託契約を締結している提携金融機関は、令
和６年12月末時点で111機関 。

（３）施策の今後の必要性
ＣＰＴＰＰやＲＣＥＰ協定等メガＦＴＡの発効後、締結国を中心として海外進出実績は依然高水準である。今後も中堅・中小企業等の海外進出

の進展が見込まれ、こうした企業等に対する支援ニーズは高く、引き続き当該施策を継続していくことが必要 。
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１（２）①中堅・中小企業等の新市場開拓のための総合的支援体制の強化

（経済産業省）（国際ルール形成・市場創造型標準化推進事業、エネルギー需給構造高度化基準認証推進事業委託費）

（１）施策概要
モノやサービスをつなぐための異業種間連携等が必要な分野や、先端技術に関するルールの整備が必要となる分野等について、国際標

準原案の開発・提案、国内標準化体制を構築。

（２）成果実績・活動実績（令和５年度）
国際標準化を実現した件数（国際標準の発行件数）74件

（３）施策の今後の必要性
本施策の取組や成果を活用し、我が国として、令和７年度までに累計1,150件の国際標準発行件数の達成を目標としており、引き続き令

和６年度以降も着実に実施していくことが必要。

【知的財産・標準の活用促進への支援】

（経済産業省）（国際出願促進交付金）

（１）施策概要
中小企業やベンチャー企業等による国際出願を促進するため、特許協力条約の規定に基づく国際出願手数料等の一部を補助。

（２）成果実績・活動実績
令和５年度：4,370件（445百万円）

（３）施策の今後の必要性
資金的及び人的な制約により海外での知的財産権取得が困難な中小企業等に対して、国際出願の促進を図るため、料金支援を通じて

海外における知的財産権の戦略的な保護・活用を推進していく必要がある。なお、令和６年１月１日以降の出願等からは本交付金を廃止
し、より簡便な制度（手続時に所定の金額の一部を納付）に変えることで、出願人である中小企業等に対する更なる出願促進効果を見込
んでいる。  令和６年度で本事業は終了。
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（目標）放送コンテンツの海外販売作品数を2025年度までに5,000本に増加させる。
⇒ 3,900本 （2023年度）

■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【我が国コンテンツの海外展開支援】

１（２）②コンテンツ、サービス、技術等の輸出促進

（総務省）

（経済産業省）（コンテンツ海外展開促進・基盤強化事業） 

（１）施策概要
日本のコンテンツ産業の海外展開を促進するため、コンテンツの流通・発信強化のための基盤整備等を実施。

（２）成果実績・活動実績
令和５年度までに約8,200件のローカライズ・プロモーション支援を実施。

（３）施策の今後の必要性
令和５年度で本事業は終了。コンテンツ産業の振興に向けてはクリエイター・事業者等に対する支援を行っていく。

12

（１）施策概要
我が国の放送事業者が、地方公共団体や観光産業、農林水産業、地場産業等の事業者・団体と連携し、日本各地の魅力を伝える放送

コンテンツを海外の放送事業者と共同で番組を制作（国際共同制作）して世界で発信する取組等を支援することにより、放送事業者等の
海外ネットワークの構築を図り、放送コンテンツの海外販売を促進。

（２）成果実績・活動実績
平成28年度から令和５年度までの８か年で336件の事業を実施。令和６年度は19件の事業を実施（うち１件をベトナムで実施）。

（３）施策の今後の必要性
コンテンツ産業の国際競争力強化に向け、放送コンテンツの製作・流通環境の整備を推進していくため、令和７年度から新たに先進的設

備を活用したコンテンツ製作や人材育成の支援、配信プラットフォームの海外配信機能強化等を実施予定。



１（２）②コンテンツ、サービス、技術等の輸出促進

（経済産業省）（国際博覧会の出展を通じた対日理解促進） 
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（１）施策概要
国際博覧会への出展を通じた対日理解促進。

（２）成果実績・活動実績
2025年日本国際博覧会（略称：大阪・関西万博）における日本政府館の建築・展示準備を進めるとともに、各種媒体を通じた展示内容

の発信を進めた。あわせて、大阪・関西万博の会場全体の建設・整備を進めるとともに、多くの途上国等が今次の万博に参加できるよう
に必要な支援を行った。

（３）施策の今後の必要性
大阪・関西万博の成功に向けて、引き続き必要な支援を行う。今後開催される国際博覧会においても日本政府としての出展を行い、対

日理解の促進を図る。



１（２）②コンテンツ、サービス、技術等の輸出促進

（内閣府）（クールジャパン戦略の推進）

（１）施策概要
「新たなクールジャパン戦略」に基づき、アニメやマンガなどのコンテンツ分野については、コンテンツ産業の国際競争力の強化などに取り

組むほか、インバウンド誘致、農林水産物・食品の輸出、地域の魅力発信等の横断的な取組を推進。

（２）成果実績・活動実績
クールジャパン戦略の推進について、関係省庁において、インバウンド、日本産酒類を含む農林水産物・食品の輸出等の取組を行っている

ところ、内閣府における主な取組（令和６年度）は次のとおり。
・日本の魅力をストーリーとして発信する動画（ムービー）、外国人から共感を得られるストーリーと
して展開するプロジェク ト（事業）の表彰を実施。

・クールジャパン関連分野におけるモデル事例の調査及びクールジャパンの担い手を集めた勉強会
を実施。

・SNS等を活用した情報発信･共有やクールジャパン広報大使等による情報発信・機運醸成を実施。

（３）施策の今後の必要性
官民一体となってクールジャパン戦略を効果的に推進することにより、クールジャパン関連産業の

海外展開や日本ファンの拡大を図るとともに、経済成長につなげることが必要。

14
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１（２）②コンテンツ、サービス、技術等の輸出促進

【ＴＰＰ等域内での知的財産保護水準の向上への支援】

（経済産業省）

（１）施策概要
我が国企業の模倣品対策支援等のため、ＪＥＴＲＯを通じて、中堅・中小企業向け等の普及啓発セミナー（各国の知財情報や侵害対策

等を周知するセミナー）を実施、在外公館等と連携した相談体制を構築。また、海外政府機関職員（税関・市場監督等）を対象として、模
倣品の取締りに関する実践的なノウハウ等の情報提供や意見交換を行う侵害対策セミナーを実施。さらに、知財制度の整備や知財関連
政府機関の運用能力向上のため、審査官派遣や研修生招へい等の審査協力・研修などを実施。

（２）成果実績・活動実績
○我が国企業の模倣品対策支援等のための事業
・ ＪＥＴＲＯ国内外セミナー 63回実施（シンガポールなどで実施）（令和５年度実績）
・ ＪＥＴＲＯ相談窓口 ９か国（シンガポールなど）のＪＥＴＲＯ海外事務所において、現地進出企業の知財相談に1,142件対応（令和５年

度実績）
・ 侵害対策セミナー ９回実施(中国、サウジアラビアなどで実施) 、延べ698名参加（令和５年度実績）

○知財制度の整備や知財関連政府機関の運用能力向上のための事業（令和５年度実績）
・ 国際研修指導教官派遣 ５か国（マレーシア、ベトナムなど）に対し、延べ12名の指導教官（審査官）が研修を提供。
・ 産業財産権人材育成協力事業 延べ379人の海外知財関係者（研修生）に対し、研修を提供。
・ 世界知的所有権機関拠出金 世界知的所有権機関(ＷＩＰＯ)ファンド事業を通じ、119か国（マレーシア、ベトナム、メキシコ、ペルーな

ど）へ支援を実施。国際登録出願手続に関する条約へ加盟した支援対象国数が前年度比で４か国増加した。

（３）施策の今後の必要性
引き続き上述のセミナーや相談窓口対応、研修等を実施し、知財制度の整備を促進する必要がある。
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１（２）②コンテンツ、サービス、技術等の輸出促進

（文部科学省）

16

（１）施策概要
著作権等侵害発生国において、民間事業者や一般消費者を対象としたセミナーや著作権普及啓発事業等を実施。

（２）成果実績・活動実績
・著作権制度の普及促進や海賊版対策は、継続的に取り組むべき課題であり、一定の時点で成果を図ることは困難となっているところ
ではあるが、令和５年11月シンガポールにおいて、東南アジアを拠点とするコンテンツ事業者、一般消費者を対象に「海賊版対策と正
規版流通」をテーマにしたセミナーを実施した。

・令和５年度にＷＩＰＯへの拠出金を通じ、バングラデシュ、ブータン、マレーシア、ネパール、モンゴル、フィリピン、ベトナムの政府職員、
クリエイター等を対象とした著作権等に係る研修プログラム（計３回）をオンライン形式及び対面形式で実施。

・著作権の普及啓発動画教材を英語で作成、動画配信プラットフォーム（YouTube）を活用し東南アジア地域で広告配信を実施。

（３）施策の今後の必要性
引き続き、侵害発生国における普及啓発やセミナー等を実施し、著作権侵害防止のための環境整備を促進する必要。



１（２）②コンテンツ、サービス、技術等の輸出促進

【グリーン社会の実現に資する我が国の優れた環境技術等の海外展開支援】

（環境省）

（１）施策概要
・（脱炭素技術）：【該当予算：二国間クレジット制度（ＪＣＭ）資金支援事業】

二国間クレジット制度（ＪＣＭ）は、途上国への優れた脱炭素技術等の普及を通じ、地球規模での温暖化対策に貢献するとともに、日本か
らの排出削減への貢献を適切に評価し、我が国の削減目標達成に活用するもの。「ＪＣＭ資金支援事業」は、初期投資コスト等に資金支
援することで脱炭素技術等の選択を促すことを目的。

・（廃棄物処理・リサイクル技術）：【該当予算：国際資源循環促進事業（うち、我が国の循環産業の国際展開・循環インフラ輸出の促進）】
実現可能性調査、合同ワークショップ、研修、海外への情報発信等により我が国循環産業の海外展開を促進するもの。

・（水処理技術）：【該当予算：我が国の優れた水処理技術の海外展開支援 】

技術力と実現性が高い水処理技術の海外展開事業を公募し、実現可能性調査、現地実証試験を行うことで、我が国の優れた水処理技
術の海外展開を促進するもの。

（２）成果実績・活動実績
・（脱炭素技術）：

これまでに29か国とJCMを構築し、250件以上のプロジェクトを実施中（令和６年12月現在）。
・（廃棄物処理・リサイクル技術）：

平成30年度～令和５年度までに延べ52件の実現可能性調査等を実施。
・（水処理技術）：

平成25年度～令和５年度までに延べ34事業の実現可能性調査等を実施。

（３）施策の今後の必要性
・（脱炭素技術）：

地球温暖化対策計画（令和３年10月閣議決定）では、官民連携で令和12年度までの累積で、1億ｔ-ＣＯ２程度の国際的な排出削減・吸収
量の確保を目標としており、今後も引き続きプロジェクト形成のための支援が必要。また、経協インフラ戦略会議で掲げられているように、
我が国が比較優位を有するインフラの海外展開を促進させる施策としても重要。

・（廃棄物処理・リサイクル技術）：
「インフラシステム海外展開戦略2030」（令和６年12月）に基づき、我が国の循環産業の国際展開を推進することが必要。

・（水処理技術）：

「インフラシステム海外展開戦略2030」（令和６年12月）に基づき、我が国の優れた水処理技術の海外展開を推進することが必要。
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■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【農林漁業者と中小企業との連携等による海外市場開拓】

１（２）③農林水産物・食品輸出の戦略的推進

（目標）2030年の農林水産物・食品の輸出額５兆円目標の達成を目指す。
⇒2024年の農林水産物・食品の輸出額は１兆5,071億円。12年連続増、初めて1兆５千億円を突破

し、過去最高を更新。

（農林水産省）

（１）施策概要
品目団体によるオールジャパンでの輸出力強化、ＪＥＴＲＯによる輸出事業者サポート、ＪＦＯＯＤＯによる現地消費者向け戦略的プロモー

ションの取組等を実施。

（２）成果実績・活動実績
• 改正輸出促進法に基づき、輸出重点品目29品目のうち、27品目に関する15団体を認定品目団体として認定。（令和５年12月12日時点）
• ＪＦＯＯＤＯでは和牛（米国、欧州）、水産物（米国、アジア）、日本茶（米国、欧州）、日本酒（米国、欧州、シンガポール等）等について、Ｓ
ＮＳやメディア等を活用した情報発信、現地実店舗におけるＰＲによりジャパンブランド構築のための戦略的な消費者向けプロモーション
を実施し、ＪＥＴＲＯでは海外見本市への出展（14回）、国内外の商談会等の開催（32回）、食品サンプルショールームの設置（21か所）等
を通じた商談機会の提供や、輸出プロモーター（22名）による伴走型支援等を通じ、輸出事業者のサポートを実施。（令和６年度）

（３）施策の今後の必要性
農林水産物・食品の更なる輸出拡大のために、商談会や見本市への出展等を行う輸出事業者サポートの強化、プロモーションと商談会

等の商流構築の取組との連動、民間事業者等による海外販路開拓・拡大への支援とともに、食品産業の海外展開やインバウンド（訪日外
国人）による食関連消費の拡大を通じた「海外から稼ぐ力」の強化等、引き続き対策を講ずる必要。

18

※政策大綱（令和元年12月決定）に記載の目標「2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円目標の達成を目指す。」は、政策大綱フォローアップ（令和４年４月）において、当該目標に更新した
（「食料・農業・農村基本計画」（令和２年３月31 日閣議決定）及び「経済財政運営と改革の基本方針2020」・「成⾧戦略フォローアップ」（令和２年７月17日閣議決定）にも当該目標が記載）



１（２）③農林水産物・食品輸出の戦略的推進

【日本産酒類の輸出促進に向けた取組】

（財務省）
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（１）施策概要
日本産酒類の輸出促進に向け、国内・海外におけるプロモーション等

による日本産酒類の情報発信、事業者の販路拡大支援、地理的表示
（GI）の活用を含むブランド化推進等を実施。また、酒類製造者への技
術指導・相談等の支援を実施。

（２）成果実績・活動実績
令和６年の日本産酒類の輸出金額は1,337億円（対前年比▲0.5％）

となり、令和５年とおおむね同水準。下期は前年同期比で増加となった。
令和５年度においては、ジャパン・ハウス ロンドン等における日本産

酒類の認知度向上のためのプロモーションの実施、海外大規模展示
会への出展支援（７件）及び海外商談会（対面型やオンライン型）の開
催（52件、14か国・地域）等による酒類事業者の販路開拓の支援や、

日本産酒類海外展開支援事業費補助金による支援（酒類事業者の海
外展開や酒蔵ツーリズムプラン策定の取組等、102件）、日本産酒類
のGI新規指定（４件）などの各種施策を通じ日本産酒類の輸出促進に
取り組んだ。

（３）施策の今後の必要性
農林水産物・食品の輸出拡大を図る政府全体の方針を踏まえ、引き

続き、日本産酒類の輸出拡大に向けた施策を実施していく必要がある。
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（１）施策概要
我が国のインフラシステムの海外展開について、政府戦略（インフラシステム海外展開戦略2030）に沿って、①我が国の 「稼ぐ力」の向上

と国際競争力の強化、②経済安全保障等の社会的な要請への対応と国益の確保、③GX・DX等の社会変革をチャンスとして取り込む機動的

対応、の実現に向けた施策を官民の緊密な連携の下で強力に推進。

（２）成果実績・活動実績
・令和４年の受注実績は約31兆円であり、従前の政府戦略における

令和７年の受注目標34兆円の達成に向けて堅調に推移。
・平成25年から政府戦略等を扱う関係閣僚会議を58回開催。

（経協インフラ戦略会議、議長：官房長官）
・令和６年12月に開催された第58回経協インフラ戦略会議において、

「インフラシステム海外展開戦略2030」を決定。

（３）施策の今後の必要性
世界のインフラ市場は構造的な変化や国際情勢に起因する投資・事業

環境や経済安全保障上のリスクが増加している一方、世界のインフラ需
要は今後も成長が見込まれるところであり、政府戦略を踏まえ、関係省庁・
機関が連携してインフラシステムの海外展開の取組に関する支援策等を
講じ、成長の機会を捉えていくことが必要。

■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【インフラシステムの海外展開促進】

１（２）④インフラシステムの海外展開促進

（目標）2030年に45兆円のインフラシステムの受注を目指す。※

⇒ 約31兆円 （2022年実績）
※政策大綱フォローアップ（令和６年6月）に記載の目標「2025年に34兆円のインフラシステムの受注を目指す」は、今回の政策大綱フォローアップにおいて、当該目標に更新する（「インフラシステム海外展開
戦略2030」（令和6年12月決定）に当該目標を記載）。

（内閣官房経協インフラ室）
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■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【日本からの投資や日本企業が進出しやすい環境の整備】

１（２）⑤デジタル化を含む海外展開関係のビジネス環境整備

（外務省）

（外務省）

（１）施策概要
合同委員会や専門委員会の機会を通じて日ＥＵ・ＥＰＡ及び日英ＥＰＡの運用状況の確認を行う。

（２）成果実績・活動実績
ＥＵ及び英国と貿易統計を交換し、日ＥＵ・ＥＰＡ／日英ＥＰＡの物品の貿易専門委員会等の機会を捉え、ＥＰＡの運用状況につき情報交

換や意見交換を行っている。

（３）施策の今後の必要性
日ＥＵ・ＥＰＡ及び日英ＥＰＡの着実な実施を確保すべく、引き続きＥＵや英国における協定運用状況を聴取し、意見交換を行っていくこと

が重要。

（１）施策概要
国際協力機構（JICA）を通じ、現地の産業、企業及び人材の育成支援を実施。その一環として、途上国からの研修員 に対してインターン

シップや日本企業との交流機会を設けるなど、日本社会・文化や日本企業の経営マインドを理解した高度産業人材や行政人材を育成。

（２）成果実績・活動実績
・JICAを通じ各種の人材育成事業を実施したほか、投資促進政策に関するアドバイザー派遣など、上流の環境整備に向けた協力を実施。
・JICAを通じた産業人材育成分野における長期研修事業として、令和元年度は134名、令和２年度は156名、令和３年度は162名、令和４
度は162名、令和５年度は147名、令和６年度は118名（令和７年１月時点）を新たに受入れ。

（３）施策の今後の必要性
TPP参加国等において、企業が進出しやすい環境整備を促進するとともに、日本企業の競争力強化にも貢献することが期待できるため、

引き続き本施策を着実に実施していくことが必要。
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１（２）⑤デジタル化を含む海外展開関係のビジネス環境整備

（経済産業省、財務省、外務省）

（１）施策概要
原産地証明書（ＣＯ）のデジタル化による利便性向上。

（２）成果実績・活動実績
令和６年度までに８つのＥＰＡ（日インドＣＥＰＡ、日豪ＥＰＡ、日タイＥＰＡ、日チリＥＰＡ、日ベトナムＥＰＡ、日マレーシアＥＰＡ、ＡＪＣＥＰ（ベト

ナム・マレーシア向け）、ＲＣＥＰ）において、さらに、令和７年５月から日モンゴルＥＰＡについてもＰＤＦ ファイルでのＣＯ発給が実現した。ＣＯ

情報を電子的に交換するデータ交換については、令和５年６月から日インドネシアＥＰＡにおいて運用を開始したほか、日タイＥＰＡ及び
ＡＪＣＥＰにおいて導入に向けた協議を進めている。

（３）施策の今後の必要性
貿易ビジネス環境の整備やＥＰＡの利活用促進を実現するため、関係当局が連携し、引き続きＰＤＦファイルのＣＯ受入れに向けＥＰＡ相手

国に働き掛けるとともに、ＣＯのデータ交換については、タイ及びＡＳＥＡＮとの実務的な協議を前進させ、国内実施インフラを整備する必要
がある。
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（経済産業省）（貿易プラットフォーム活用による貿易手続デジタル化推進事業）

（１）施策概要
貿易業務の効率化・コスト削減、サプライチェーンの強靱化を目的に、貿易プラットフォーム（各種貿易文書や貿易決済のデジタル化、国

際物流のオンライン一括手配や可視化といった、貿易手続全般のデジタル化と、貿易業務に携わる複数の関係者間でのデータ共有を可
能にするサービス）の活用を通じて貿易手続のデジタル化を推進する。

（２）成果実績・活動実績
令和４年度補正「貿易投資促進事業費補助金（貿易プラットフォーム活用による貿易手続デジタル化推進事業）」を通じて、荷主・物流事

業者による貿易プラットフォームとのシステム連携７件、及び貿易プラットフォーム間のシステム連携11件を支援。
補助金事業に加え、令和５年11月以降、「貿易プラットフォームの利活用推進に向けた検討会」を計４回開催し、荷主、貿易プラットフォーム

提供事業者、関係省庁の３者で貿易手続のデジタル化や貿易プラットフォーム活用に向けた課題や対応の方向性を議論。検討会の議論
内容を踏まえて、令和６年６月に貿易手続デジタル化に向けたアクションプランを公表。

（３）施策の今後の必要性
貿易手続のデジタル化は、ＡＰＥＣやＧ２０など共同声明や成果文書で取り上げられるなど、国際的にも重要性が増してきているところ。地

政学的リスク等から強靱なサプライチェーンの構築が急務となる中、我が国として引き続き貿易プラットフォームの普及を図りながら貿易手
続のデジタル化を進めていく必要がある。



１（２）⑤デジタル化を含む海外展開関係のビジネス環境整備

（１）施策概要
アジア各国等の持続的発展及び法の支配を確立するための、法令起草支援、法制度の適切な運用・執行のための基盤整備支援、法律実

務家の人材育成支援等を行うものであり、我が国企業の事業展開にとっても、重要な相手国のビジネス環境の整備を支援する。

（２）成果実績・活動実績
・ベトナム・カンボジア・ラオス・ネパール等で民法、民事訴訟法等の基本法令の起草やその運用を支援し、インドネシアでは仲裁・調停・倒
産といったビジネスに関連する法制の支援のほか、知的財産保護法制に向けた支援、ウズベキスタンでは契約等を主要課題とした支援
など投資環境整備に向けた活動を実施するとともに、法律実務家の人材育成にも力を入れて支援している。

・（令和６年度）共同研究等の対面での活動を中心に、オンラインのセミナーを併せて実施。また、デジタル化に関する支援の要望に対応す
べく、現在、外国の法制や実務運用にAIの技術がどのように活用できるかに関して研究機関に調査を依頼。さらに、既存の支援国のほか、
ウクライナやタンザニア等との間で法務・司法分野で協力することで協議が進んでおり、今後これらの国との間でも共同研究などの具体
的な活動が実施される予定。

（３）施策の今後の必要性
法の支配の下、適切な法制度の構築や適切な運用、それらを支える人材の育成については、アジア各国等の健全な経済成長のための法

的基盤として不可欠であり、各国の自助努力を支援することは、ビジネス環境整備において、従来にも増して大きな意義がある。
特に、ビジネスと関連する制度（仲裁、調停、倒産といった制度や契約等の基本的法律概念の理解促進）につき法整備を実施することはい

かなる態様のビジネスにも必要不可欠な基盤であり、これらの支援がビジネス環境の改善に与える影響は非常に大きい。

（法務省） （法制度整備支援の推進）
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１（２）⑤デジタル化を含む海外展開関係のビジネス環境整備

（厚生労働省）
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（１）施策概要
グローバル・サプライチェーンにおける人権の確保、ディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）の実現が、開発援助における

重要な課題となっている。我が国の企業にとっても、国際競争力の維持やリスク低減の観点から、サプライチェーン上の人権・労働基準の
確保は重要な課題となっているが、進出先国の社会システムに起因する問題は個社の取組には限界もある。このため、国レベルで改善を
図る目的で、国際労働機関(ILO)への任意拠出により、アジア地域におけるサプライチェーン上のディーセント・ワーク確保等の支援を行っ
ている。

（２）成果実績・活動実績
特定のサプライチェーンにおける労働者の現状把握のため、企業訪問による実地調査等を行うとともに、サプライチェーン上で生じている

課題への政労使の対応能力向上のため、タイ、インドネシア、フィリピンの３か国において、社会対話、ビジネスと人権などに係るセミナー、
ワークショップを通じた、政労使のキャパシティ・ビルディング等を実施。

（３）施策の今後の必要性
サプライチェーン上の労働者の人権確保は、Ｇ７やＧ２０といった多国間協調の場においても、グローバル・バリューチェーンにおける国際

労働基準及び人権の確保、技術協力を含めたディーセント・ワークの実現の取組が求められている重要な課題である。本事業では、上記
のとおり実態を踏まえて取組を進めてきたところであり、サプライチェーン上で生じている課題について引き続き対応していくことが必要。



■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【イノベーション等による生産性向上促進】

２（１）イノベーション、企業間・産業間連携による生産性向上促進

（目標）革新的な技術の開発やイノベーションを生み出す環境の整備を実施する。
サービス産業の労働生産性の伸び率が、2025年までに2.0%となることを目指す。※

⇒  ＋1.38%（2023年）
※政策大綱（令和２年12月決定）に記載の目標「2020年にサービス産業の労働生産性の上昇率を2.0%にする」は、政策大綱フォローアップ（令和４年４月）において、当該目標に更新した

（「成⾧戦略フォローアップ工程表」（令和３年６月閣議決定）にも当該目標が記載）。

（経済産業省） （次世代人工知能・ロボットの中核となるインテグレート技術開発事業、ＩｏＴ社会実現に向けた次世代人工知能・センシング等中核技術開発）

（１）施策概要
人との協調性や信頼性を実現するAIシステムの研究開発及び「生産性」や「空間の移動」におけるAI基盤技術を開発。

（２）成果実績・活動実績
次世代人工知能中核技術等に関する計69テーマの研究開発事業を実施。

（３）施策の今後の必要性
事業期間満了に伴い、次世代人工知能・ロボットの中核となるインテグレート技術開発事業は令和５年度で終了。同様に、ＩｏＴ社会実

現に向けた次世代人工知能・センシング等中核技術開発は令和６年度で終了。

（経済産業省）（サイバーセキュリティ経済基盤構築事業）

（１）施策概要
サイバー攻撃事案に対し、（一社）ＪＰＣＥＲＴ/ＣＣと各国のサイバー攻撃対応連絡調整窓口の間で情報共有・共同対処等を行うほか、

サイバーレスキュー隊（Ｊ－ＣＲＡＴ）により初動対応を支援。

（２）成果実績・活動実績
令和５年度の調整件数：19,720件、初動対応支援件数：366件

（３）施策の今後の必要性
今後もサイバー攻撃の脅威が懸念されることから、国際調整及び初動対応支援を着実に実施する。
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２（１）イノベーション、企業間・産業間連携による生産性向上促進

（経済産業省） （スタートアップ参加型の社会課題解決・グローバル・バリューチェーン共創の支援）

（１）施策概要
インド太平洋地域への展開を目指す日系スタートアップ等に対し、現地企業とのネットワーキングから実証事業まで一貫支援を行う等社会

課題解決型海外展開を促進する。

（２）成果実績・活動実績
令和２年度以降100件以上の採択事業を決定。支援事例としては、株式会社エルムがコンテナ型栽培システムエコナーセリー（ＥＮシステ

ム）を導入し、熱帯のブルネイで温帯性作物の栽培技術をブルネイ企業と連携して実証した例や、富士フイルム株式会社が健康診断にＡＩ技
術を活用する事で、健康診断に掛かるコスト（時間・費用）を逓減し、インドにはなかった検診システムをインド医療機関と連携して普及、病気
の早期発見・治療の実現に貢献するというヘルスケア分野での社会課題の解決に取り組んでいる例がある。

（３）施策の今後の必要性
日本企業が現地企業・機関と連携し、デジタル技術等のイノベーションを活用しながら、社会課題を解決する新ビジネスを創出することが必

要。

（経済産業省）（高効率・高速処理を可能とする次世代コンピューティングの技術開発事業）

（１）施策概要
データ量と消費電力の著しい増大を解消するため、データ処理能力とエネルギー利用効率の向上を実現する次世代コンピューティング（量

子、脳型、光コンピューティング）技術開発をハードとソフト双方から開発する。

（２）成果実績・活動実績
量子コンピュータの高性能化に向けて低温制御可能なクライオＣＭＯＳ（極低温下集積回路）や超電導制御回路などの技術開発の支援を

実施し、実現につなげている。

（３）施策の今後の必要性
生成AIの急速な進展により、クラウドでの情報処理量、それに伴う消費電力は増大を続けており、逐次処理を行うノイマン型コンピュータの

高性能化に加えて、並列処理が可能な非ノイマン型の劇的な低消費電力及び高性能を両立する次世代コンピュータの開発の重要性はます
ます増大しているところ、本支援を実施していく必要がある。
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■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【イノベーションセンターとしての国内産業基盤の維持・高度化、スタートアップの呼び込み】

２（２）地域への対内投資活性化等を通じた対内投資の拡大

（目標）対内直接投資残高を2030年に120兆円、2030年代前半のできるだけ早期に150兆円とすることを
目指す。※

⇒ 53.3兆円（2024年12月末現在）
※政策大綱（令和２年12月決定）に記載の目標「2020年までに外国企業の対内直接投資残高を35兆円に倍増する。」は、政策大綱フォローアップ（令和７年６月）において、

当該目標に更新した（「対日直接投資促進プログラム2025」（令和７年６月対日直接投資推進会議決定）にも当該目標が記載）。

（経済産業省）

（１）施策概要 
・日本貿易振興機構（JETRO）を外国企業誘致の一元的窓口とし、外国企業の日本進出を支援。スタートアップなどイノベーション創出
に資する外国企業の誘致にも注力。 

・JETROは国際的なオープンイノベーションを創出するためのプラットフォーム「Japan Innovation Bridge （J-Bridge）」を令和３年２月に
立ち上げ、デジタル、グリーン等の分野において、日本企業とスタートアップを含む外国企業による協業・連携を促進し、国際的なオー
プンイノベーション創出を後押し。

 ※Ｊ‐Ｂｒｉｄｇｅ：スタートアップを含む日本企業と外国企業との協業・連携を促進するためのビジネスプラットフォーム。有望スタートアップ
を含む外国企業の紹介、マッチング・面談設定等、協業・連携に向けた支援をハンズオンで実施。

（２）成果実績・活動実績 
・対日投資プロジェクト：令和５年度は、1,125件の対日投資プロジェクトを支援し、スタートアップ企業を含む99件の外国企業を誘致（例：
放射線画像処理・可視化する製品の設計・開発を行う英国企業が東京都に日本法人を設立し、放射線画像処理システム等について
日本の顧客へのコンサルティング等のサービスを提供）。

・「J-Bridge」：令和５年度は、370件の日本企業と外国企業との協業・連携支援を行い、31件の協業・連携事例を創出（例：CO2削減事
業等を行うGreen Carbon（日本発スタートアップ）がベトナム国立農業大学と協業し、農業領域の温室効果ガスの排出削減を達成すべ
く、水田におけるメタンガス排出抑制に向けた共同研究を実施）。 

（３）施策の今後の必要性 
対内直接投資は、海外の高度な人材・技術・資金の呼び込みにつながり、イノベーション創出やサプライチェーン強靱化、雇用創出・賃

上げによる地域活性化、経営の高度化・海外販路拡大等による日本企業の成長等に貢献するもの。国内投資の拡大やイノベーション創
出に貢献するため、地政学的リスクの変化等の国内外の環境変化を対内直接投資拡大の好機と捉え、取組を強化する必要がある。 
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２（２）地域への対内投資活性化等を通じた対内投資の拡大

【地域への外国企業誘致促進】

（経済産業省）（地域エコシステムへの外資誘致プログラム）

（１）施策概要
「地域エコシステムへの外資誘致プログラム」を活用し、各地域の強みや特色をいかした効果的な外国企業誘致を推進。地域エコシステム

の活性化や協業・連携につながり得る外国企業を招へいし、商談会やセミナー・シンポジウム等を実施。また、重点産業分野を中心とする在
日外資系企業を対象に地域の投資環境の視察、地域企業・アカデミア等の交流を行うインダストリアルツアーを実施。

（２）成果実績・活動実績
・令和６年度は１月時点で、地域重点産業外国企業招へい事業にて4件実施し、12機関（自治体を含む）が外資系企業20社を招へい。個別
招へい事業を１件実施し、３機関（自治体を含む）が１社を招へい。

・AI・グリーンテックを含む４分野の外国企業、海外ベンチャーキャピタル（VC）・アクセラレーター等と日本企業・大学等とのマッチング事業を
実施中。 AI・グリーンテックを含む４分野の外国企業約50社、海外VC・アクセラレーター等10社が参加。日本企業・大学等約80社が参加。

・在日外資系企業インダストリアルツアーを京都、神戸にて実施。

（３）施策の今後の必要性
地域への対日直接投資拡大に向け、上記プログラムの下、地方公共団体等による外国企業誘致活動をきめ細かく支援し、地域の魅力的

なビジネス環境を更に積極的に対外発信していく必要がある。

（経済産業省）（Ｊ‐ＧｏｏｄＴｅｃｈ）

（１）施策概要
国内中小企業と外国企業をつなぐビジネスマッチングサイトで、最適なビジネスパートナーとの協業や受発注等に結び付けられるよう出会い

の機会を提供。

（２）成果実績・活動実績
外国企業（CPTPP締約国であるマレーシア、シンガポール、ベトナムなどを含む。）と国内中小企業とのマッチング件数3,708件（令和５年度）、

3,777件（令和６年度（11月末時点））。

（３）施策の今後の必要性
海外展開を模索している国内中小企業に対して、日本の優れた技術や製品等を求める外国企業との出会いの機会を提供することは必要。
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（１）施策概要
観光地域づくり法人（DMO）が中心となって行う、旅行者の各地域への周遊を促進する取組を支援。
地域における食・食文化体験等の観光情報の発信等を通じ、地方誘客を促進する。

（２）成果実績・活動実績
旅行者の各地域への周遊に向け、食や農に関する滞在コンテンツの充実や情報発信などの取組を支援した。
日本政府観光局（ＪＮＴＯ）ウェブサイト・SNSを活用した情報発信やニュースレター・オンライン広告の配信、旅行見本市出展等の幅広い

プロモーションにより、日本全国に広がる多様な食・食文化の魅力を訴求している。

（３）施策の今後の必要性
「日本食を食べること」は外国人の訪日動機の最上位であることから、目標の達成に向け、食や農をいかした滞在コンテンツの充実等の

取組をより一層促進していく必要がある。

あわせて日本の食・食文化をテーマの一つとしながら訪日プロモーション事業を展開していく必要がある。

■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【ＴＰＰ等を契機とした日本の「食」と「農」をテーマとした訪日旅行促進による農林水産物の海外展開促進と地方創生の後押し】

２（３）①地域に関する情報発信

（目標）:訪日外国人旅行者数について2030年に6,000万人を目指す。※

⇒ 3,687万人（2024年）暫定値
※政策大綱（令和２年12月決定）に記載の目標「訪日外国人旅行者数を2020年に4,000万人、2030年に6,000万人とすることを目指す。」は、

令和５年４月の政策大綱フォローアップにおいて「2025年までに2019年水準を超えることを目指す。」に更新したところであるが、
今回の政策大綱フォローアップにおいて当該目標に更新する（「経済財政運営と改革の基本方針」（令和６年６月閣議決定）にも当該目標が記載）。

訪日外国人旅行消費額について、2030年に15兆円を目指す。※

⇒ 8兆1,257億円（2024年）  
※政策大綱（令和２年12月決定）に記載の目標「訪日外国人旅行消費額を2020年に８兆円、2030年に15兆円とすることを目指す。」は、

令和５年４月の政策大綱フォローアップにおいて「５兆円を早期に達成することを目指す。」に更新したところであるが、
今回の政策大綱フォローアップにおいて当該目標に更新する（「経済財政運営と改革の基本方針」（令和６年６月閣議決定）にも当該目標が記載）。

（国土交通省）
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■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【地方創生に係る取組】

２（３）②地域リソースの結集・ブランド化

（経済産業省）（地域ブランディング強化支援事業） 

（１）施策概要
国内地域エコシステムの海外における更なるブランド力向上を目指して、海外のコンサルタントを通じて、海外の視点から誘致戦略、PR資

料などのブラッシュアップを行い、そのブランディングの強化を支援する。

（２）成果実績・活動実績
活動実績：令和３年度に事業開始。令和３年度は１件、令和４年度は２件の自治体を採択。令和５年度は申し込み自治体が参加できる海外
コンサルタントによるオンライン講座（外国企業誘致戦略及び海外メディアPR研修）を採用し、全５回を実施済。計290名(延べ)が参加。

（３）施策の今後の必要性
本事業は事業期間満了に伴い令和５年度で終了。
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■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【中小企業等、サービス産業の高付加価値化に係る取組】

２（３）③地域の雇用や経済を支える中堅・中小企業・小規模事業者、サービス産業の高付加価値化

（目標）:サービス産業の労働生産性の伸び率が、2025年までに2.0%となることを目指す。（再掲）※

⇒  ＋1.38%（2023年）
※政策大綱（令和２年12月決定）に記載の目標「2020年にサービス産業の労働生産性の上昇率を2.0%にする」は、政策大綱フォローアップ（令和４年４月）において、当該目標に更新した
（「成⾧戦略フォローアップ工程表」（令和３年６月閣議決定）にも当該目標が記載）。

（経済産業省）（認定支援機関による経営改善計画策定支援事業）

（１）施策概要
自らでは経営改善計画の策定が困難な中小企業・小規模事業者の経営改善取組を進めるべく、中小企業等経営強化法に基づく認定支援

機関（税理士・中小企業診断士・公認会計士等）を活用して行う経営改善計画の策定と、その後のフォローアップを支援。

（２）成果実績・活動実績
認定支援機関による経営改善計画策定支援決定件数 ： 25,337件（平成27年11月25日から令和６年３月末までの累計実績）
認定支援機関による早期経営改善計画策定支援決定件数 ： 17,323件（平成29年５月から令和６年３月末までの累計実績）

（３）施策の今後の必要性
新型コロナウイルス感染症が５類に移行した後も、円安、資材価格上昇、仕入価格上昇、人件費の上昇、人手不足等の影響により、引き続

き事業者の経営環境は厳しい状況であり、経営改善に対するニーズは高い。コロナ禍で債務が増えた事業者の多くは、業績や資金繰りの先
行きについて不安を抱えており、経営改善のための事業計画を策定し、アクションプランを明確にする必要性は高い。
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■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【次世代を担う経営感覚に優れた担い手の育成】

３（１）① 強い農林水産業の構築（体質強化対策）

（農林水産省） （新規就農者確保緊急対策（旧：新規就農者確保加速化対策） ）
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（１）施策概要
就職氷河期世代等を含む幅広い世代の就農促進のため、就農希望者の就農準備や、農業法人等における実践研修等を支援。

（２）成果実績・活動実績
【令和２年度補正（新規就農者確保加速化対策）】
・就職氷河期世代の新規就農促進事業支援者数：122名
・就職氷河期世代雇用就農者実践研修支援事業支援者数：449名

【令和３年度補正（新規就農者確保緊急対策）】
・次世代を担う農業者となることを志向する49歳以下の者に対し、就農準備を支援する資金を交付（新規就農促進研修支援事業支援者
数：交付実績522名）

・農業法人等が労働環境を改善しつつ行う49歳以下の新規就業者への実践研修を支援（雇用就農者実践研修支援事業支援者数：交付
実績1,291名）

【令和４年度補正（新規就農者確保緊急対策）】
・次世代を担う農業者となることを志向する49歳以下の者に対し、就農準備を支援する資金を交付（就農準備支援者数：交付実績266名）

・次世代を担う49歳以下の農業者の就農後の経営発展のために、機械・施設等の導入を支援（初期投資促進事業支援者数：交付実績
585名）

（３）施策の今後の必要性
農業従事者が減少する中で、今後とも、事業効果の検証と必要な見直しを行いつつ、就職氷河期世代等を含む幅広い世代の受入れを始

めとした新規就業者の確保や担い手育成に必要な取組を支援する必要がある。

※本事業は、令和５年度補正予算まで「総合的なTPP等関連政策大綱」に基づく施策として実施。令和６年度補正予算からは、
食料安全保障の強化に向けた構造転換対策として実施を継続している。

（目標）2030年の農林水産物・食品の輸出額５兆円目標の達成を目指す。
⇒2024年の農林水産物・食品の輸出額は１兆5,071億円。12年連続増、初めて1兆５千億円を突破

し、過去最高を更新。 （再掲）※
※政策大綱（令和元年12月決定）に記載の目標「2019年の農林水産物・食品の輸出額１兆円目標の達成を目指す。」は、政策大綱フォローアップ（令和４年４月）において、当該目標に更新した
（「食料・農業・農村基本計画」（令和２年３月31 日閣議決定）及び「経済財政運営と改革の基本方針2020」・「成⾧戦略フォローアップ」（令和２年７月17日閣議決定）にも当該目標が記載）



■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【次世代を担う経営感覚に優れた担い手の育成】

３（１）① 強い農林水産業の構築（体質強化対策）

（農林水産省）（農地の更なる大区画化・汎用化の推進）
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（１）施策概要
農地の集積・集約化に取り組む地区の担い手農業者が、米の生産コストを削減するため、農地大区画化や排水対策等を行う取組を支援。

（２）成果実績・活動実績
成果実績：事業実施により米の生産コストが9,600円/60kgを下回り、かつ、取組前と比較し10％以上コストを削減させるとの目標を設定。

事業完了している230地区においては、生産コストを45％削減し、米の生産コストは9,298円/60kgを達成。
活動実績（整備面積）：令和５年度補正までで延べ24,439ha

（３）施策の今後の必要性
事業完了地区では、米の生産コストの削減を実現。事業効果の検証と必要な見直しを行いつつ、事業を継続し、生産コスト削減等による

生産基盤の強化を進め、力強く持続可能な農業構造を実現する必要がある。



■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【マーケットインの発想で輸出にチャレンジする農林水産業・食品産業の体制整備】

３（１）① 強い農林水産業の構築（体質強化対策）
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（農林水産省） （輸出環境整備緊急対策事業）

（農林水産省）（食品産業の輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設整備緊急対策）

（１）施策概要
農林水産物・食品の輸出額目標５兆円の達成に向け、マーケットインの発想に立った改革、各国の輸入規制緩和や輸出手続の迅速化等

の輸出のハードルの解消に向けた取組を強化。  

（２）成果実績・活動実績
令和２年の農林水産物・食品輸出本部設置後、施設認定等の輸出環境を整備（例：米国向け水産物取扱認定施設を467施設から141施設

増加、EU向け水産物取扱認定施設を75施設から54施設増加（令和７年３月末時点））

（３）施策の今後の必要性
ＴＰＰ等による関税撤廃の効果を最大限活用し、農林水産物・食品の輸出額目標を達成するため、輸出先国から求められる規制への対応

は輸出を行う前提として必要。一方、海外でニーズがあるにもかかわらず、輸出先国の規制等に対応ができていないために輸出できない産
品は依然として多いため、食品製造施設の認定や登録等の輸出環境整備を推進することが必要。

（１）施策概要
５兆円目標の実現に向け、食品製造事業者等の施設の新設及び改修、機器の整備を支援。

（２）成果実績・活動実績
輸出先国の基準に対応した加工施設等の整備等28件支援（令和５年度補正予算事業における支援予定事業者数、令和６年11月末時点）。

（３）施策の今後の必要性
ＴＰＰ等による関税撤廃の効果を最大限活用し、農林水産物・食品の輸出額目標を達成するため、輸出先国の基準・条件等に対応した加

工施設等の整備・認定を加速化させることが必要。このため、食品製造施設について、輸出向けＨＡＣＣＰ等に対応するための施設・機器の
整備を推進することが必要。

※参考：本項目「マーケットインの発想で輸出にチャレンジする農林水産業・食品産業の体制整備」の一環として、輸出に意欲的
に取り組む事業者の輸出事業計画を合計752件認定（令和７年３月末時点）している。



■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【国際競争力のある産地イノベーションの促進】

３（１）① 強い農林水産業の構築（体質強化対策）

（農林水産省）（産地生産基盤パワーアップ事業）
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（１）施策概要
収益力強化に計画的に取り組む産地に対し、農業者等が行う高性能な機械・施設の導入や栽培体系の転換等に対して総合的に支援。

また、輸出事業者等と農業者が共同で行う取組の促進等により海外や加工・業務用等の新市場を安定的に獲得していくための拠点整備、
需要の変化に対応する園芸作物等の先導的な取組、食料安全保障の確立に向けた国産農産物のシェア拡大に資する取組、全国産地の
生産基盤の強化・継承、堆肥の活用による全国的な土づくり等を支援。

（２）成果実績・活動実績
成果実績：事業実施年度から２年後に販売額、生産コスト、労働生産性のいずれかの10 ％以上の改善等の成果目標を設定。令和６年

度において、評価対象のうち約５割の事業実施地区が成果目標を達成。
活動実績（産地パワーアップ計画等承認件数（令和６年３月末現在））： 2,770件
※内訳：平成28年度：742件、平成29年度：553 件、平成30年度：230件、令和元年度：407件、令和２年度：259件、令和３年度：233件、

令和４年度：190件、令和５年度：156件、

（３）施策の今後の必要性
事業を実施した多くの産地では、販売額の増加、生産コストの削減等の成果が着実に発現しており、成果目標が未達成の産地について

も都道府県等による指導を行いつつ、効果の発現に取り組んでいる。今後も拡大が見込まれる海外市場や加工・業務用等の新たな需要
の対応、野菜・果樹等の国内外の市場を獲得できるよう、引き続き効果検証を行いつつ、事業を継続し、農業の国際競争力を強化していく
必要がある。



■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【国際競争力のある産地イノベーションの促進】

３（１）① 強い農林水産業の構築（体質強化対策）
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（農林水産省） （スマート農業技術の開発・実証・実装プロジェクト）

（１）施策概要
生産現場のスマート農業の加速化等に必要な技術の開発、効率的に利用するための実証、実装に向けた情報発信に、総合的に取り組む。

（２）成果実績・活動実績
水田作や畑作、露地野菜、施設園芸、果樹、茶、畜産等の多様な品目について、令和元年度から令和６年度まで全国217地区の生産現場

にスマート農業技術を導入し、農業経営の改善効果等を実証。
また、令和４年度より生産現場のスマート農業技術の加速化等に必要な技術の開発・改良を57課題実施しているほか、スマートサポート

チームによる他産地へのスマート農業技術の活用支援を31件実施。
スマート農業技術の導入による労働時間の削減効果や経営改善効果等を分析・公表したほか、農家の生の声を集めた動画を農林水産省
のウェブサイトで公表。

（３）施策の今後の必要性
農業者の減少等の農業を取り巻く環境の変化に対応して、農業の生産性の向上を図るため、令和６年10月１日に施行された、農業の生産

性の向上のためのスマート農業技術の活用の促進に関する法律（スマート農業技術活用促進法）の基本方針に基づく重点開発目標に沿っ
たスマート農業技術の開発・供給の取組を促進する必要がある。

※本事業は、令和５年度補正予算まで「総合的なTPP等関連政策大綱」に基づく施策として実施。令和６年度補正予算において
は、食料安全保障の強化に向けた構造転換対策として「スマート農業技術開発・供給加速化緊急総合対策」を実施している。



■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【畜産・酪農収益力強化総合プロジェクトの推進】

３（１）① 強い農林水産業の構築（体質強化対策）

（農林水産省）（畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業）
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（農林水産省）（畜産クラスターを後押しする草地整備の推進）

（１）施策概要
畜産クラスター計画に位置付けられた中心的な畜産経営体の収益性の向上等に必要な施設整備及び機械の導入の取組を支援。

（２）成果実績・活動実績
成果実績：事業実施地区が販売額、生産コスト、農業所得のいずれかを事業実施年度から５年以内に10％改善するとの成果目標を設定。

事業実施地区では、現時点で約７割が成果目標を達成。
具体的な効果の例として、
①飼料生産を強化した酪農経営体では、作付面積が21％拡大（1,359件平均）
②牛の観察を強化した肉用牛繁殖経営体では、受胎率が2.3％向上（1,791件平均）
など成果は着実に上がってきている。

活動実績（取組件数）：平成27年度補正：8,683件、平成28年度補正：6,466件、平成29年度補正：9,298件、平成30年度補正：6,819件
令和元年度補正：5,209件、令和２年度補正：6,338件、令和３年度補正：4,607件、令和４年度補正：3,551件

（３）施策の今後の必要性
事業を活用した畜産経営体では、生産量の増加、販売額の増加、生産コストの削減等を実現。また、令和２年に改定された政策大綱の

実現に向け、国内外の需要に応えるため、需給等の状況も考慮しつつ、畜産・酪農の生産基盤の強化等を推進することとしている。このた
め、引き続き、令和２年に改定された政策大綱に基づき、効果の検証と必要な見直しを行いつつ事業を継続し、今後の関税引下げの影響
への備えや輸出機会の拡大も踏まえ、畜産・酪農の収益力・生産基盤を強化する必要がある。

（１）施策概要
畜産クラスター計画に基づき地域ぐるみで効率的な飼料生産を進めるため、収穫作業の受託や大型機械に対応した草地整備を支援。

（２）成果実績・活動実績
成果実績：事業実施により飼料作物の単位面積当たり収量を取組前と比較し25％以上増加させることを成果目標と設定。

事業完了している84地区では、飼料作物の単位面積当たり収量が59％増加している。
活動実績：令和５年度補正までで延べ44,225ha

（３）施策の今後の必要性
事業完了地区では、飼料作物の単位当たりの収量増を実現。事業効果の検証と必要な見直しを行いつつ、事業を継続し、草地整備によ

る効率的な飼料生産を進め、国内の飼料生産基盤に立脚した足腰の強い畜産経営を実現する必要がある。



３（１）① 強い農林水産業の構築（体質強化対策）

■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【合板・製材・構造用集成材等の木材製品の国際競争力の強化】
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（１）施策概要
木材製品の国際競争力強化に向けて、低コスト化等に資する合板・製材・集成材工場の大規模化や高効率化に必要な施設整備を支援。

（２）成果実績・活動実績
成果実績：事業完了後３年以内に１日当たりの原木処理量を２割以上増加するとの目標に対し、平成27～令和３年度補正で令和４年度中まで

に整備完了した施設（全280件）は、原木処理量が平均28％増加（1,115万㎥/年（整備前）→1,426万㎥/年（令和５年度））。

活動実績（施設数）：平成27～令和５年度：323件（令和６年度見込み：43件）。

（３）施策の今後の必要性
段階的な関税率の引下げが続くことから、事業効果の検証と必要な見直しを行い、合板・製材の国産シェアの拡大、構造用集成材等の木

材製品の競争力を高める対策を講ずる必要がある。

（１）施策概要
合板・製材・集成材工場等に対する原木の低コスト安定供給に向けて、間伐材生産、路網整備、高性能林業機械等の導入等を支援。また、

木材生産等の省力化・省人化に向けた伐採・造林作業の自動化や遠隔操作技術の導入・実証を支援。

（２）成果実績・活動実績
成果実績：原木処理量の増加を目標に取り組む加工施設等に対し、間伐材を約120万㎥ 供給（令和５年度）。高性能林業機械を導入した

408事業体では、間伐等の生産性が平均23％向上（6.27㎥/人・日（整備前平均）→7.70㎥/人・日（令和５年度））。

活動実績（間伐実施面積・路網開設延長・機械導入数）：平成27～令和５年度：221,198ha・15,082km・853台
（令和６年度見込み：31,027ha・1,554km・81台）

活動実績（自動化・遠隔操作技術の導入・実証）：令和５年度：３件（令和６年度見込み：２件）

（３）施策の今後の必要性
森林資源の持続的利用に向けた再造林等を含め、木材製品の国際競争力強化を図る上で原木供給の低コスト化と安定供給に向けた対

策を講ずる必要がある。

（農林水産省）（林業・木材産業国際競争力強化総合対策（大規模・高効率の加工施設の整備等））

（農林水産省） （林業・木材産業国際競争力強化総合対策（原木の低コスト生産の促進））



３（１）① 強い農林水産業の構築（体質強化対策）
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■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【持続可能な収益性の高い操業体制への転換】

（１）施策概要
「浜の活力再生広域プラン」に基づき、競争力強化のために必要となる施設の整備等を支援。

（２）成果実績・活動実績
成果実績：事業の終了年度から３年度以内に所得の向上等を目標として定めているところ、令和５年度までに目標年度に達した計画のうち、

目標達成は約６割（令和５年度速報値）。

活動実績：荷さばき施設、鮮度保持施設の整備等計274件に対する支援を実施（令和７年３月末時点）

（３）施策の今後の必要性
広域的な産地市場の統合・重点化は、水産改革の柱である水産業の成長産業化を図る上で重要であり、引き続き競争力強化のために必要

となる施設の整備等を推進していく必要がある。

（農林水産省）（水産業競争力強化緊急対策）

（１）施策概要
「浜の活力再生広域プラン」等に基づき、意欲ある漁業者による生産性の向上、省力・省コスト化に資する漁業用機器等の導入を支援。

（２）成果実績・活動実績
成果実績 ： 事業開始年度を含め５年以内の漁業所得又は償却前利益の10％以上向上を成果目標と定め、個々の事業実施者による漁業所

得・償却前利益額の成果目標額に対する割合の平均を成果実績として、成果目標（10％以上向上）に対する達成度を計算する
と令和４年度の達成度は96％と目標を上回っている。

（機器等導入台数） 平成27年度～令和５年度：9,289台、令和６年度（令和６年11月末時点）：455台 （漁船用エンジンやノリ乾燥機等の導入支援を実施。）

（３）施策の今後の必要性

漁業所得又は償却前利益の増加は、水産業の成長産業化を図る上で重要であり、事業効果の検証と必要な見直しを行い、引き続き持続可
能な収益性の高い操業体制への転換を推進していく必要がある。



■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【持続可能な収益性の高い操業体制への転換】

３（１）① 強い農林水産業の構築（体質強化対策）

（農林水産省）（水産業の生産基盤強化に向けたデジタル化の推進）
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（１）施策概要
資源評価の高度化や生産性の向上のため、漁協や産地市場から水揚げ情報を電子的に収集する体制を構築。

（２）成果実績・活動実績
令和５年度までに主要な漁協・産地市場から400市場以上を目途に水揚げ情報を電子的に収集する体制を構築することを目標とし、令

和３年度及び令和４年度で、目標値を超える500市場以上の体制構築に取り組んだ。

（３）施策の今後の必要性
本施策は成果目標を達成し、事業期間満了に伴い、令和５年度で終了。



■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【農業競争力強化プログラム（平成28年11月29日農林水産業・地域の活力創造本部決定）の着実な実施】

３（１）① 強い農林水産業の構築（体質強化対策）

（農林水産省） （生産者の所得向上につながる生産資材価格形成の仕組み）
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（１）施策概要
農産物流通等の合理化を図るため、農業競争力強化プログラム及び農業競争力強化支援法（支援法）に基づく取組を推進。

（２）成果実績・活動実績
・食品等の流通の合理化及び取引の適正化に関する法律（食品等流通法）に基づき、食品流通事業者の合理化計画を376件認定（令和６
年９月末時点）したほか、食品等流通調査を実施して令和６年５月に公表。また、改正卸売市場法に基づき、39都市の64市場の中央卸
売市場を認定（令和６年９月末時点）。

・支援法に基づき、農産物流通・加工事業者の事業再編計画を31件認定（令和６年11月末時点）。
・これまでに21件の農産物流通等に関する調査を実施（令和５年11月末時点）。

（３）施策の今後の必要性
これまで支援法に基づく事業再編計画の認定件数には一定の進展が見られており、流通・加工業界の構造改革を実現するため、引き続

き事業再編等を推進。また、食品等流通法に基づく合理化計画の認定件数にも一定の進展が見られ、情報技術を活用した業務の効率化、
パレットの導入・標準化等による物流効率化、コールドチェーン確保等による流通の高度化等の取組が進められてきたところ、引き続き、物
流効率化、品質・衛生管理の高度化等に資する卸売市場施設の整備や、中継共同物流拠点の整備等を推進していくことが必要。

（農林水産省）（生産者が有利な条件で安定取引を行うことができる流通・加工の業界構造の確立）

（１）施策概要
良質かつ低廉な農業資材の供給を図るため、農業競争力強化プログラム及び農業競争力強化支援法（支援法）に基づく取組を推進。

（２）成果実績・活動実績
・ 全農における生産資材の購入方法を以下のように変更し、一部の資材で価格引下げを実現。

① 高度化成肥料等の銘柄を絞り込み、銘柄当たりの生産数量を拡大。
② メーカーから担い手に直接配送する大容量規格農薬の普及面積を拡大。
③ 担い手からの要望を踏まえた機能の機種を共同購入することで、大型トラクター及び中型トラクターの価格引下げを実現。さらに令

和６年４月から４条刈コンバインを供給開始。
・ 平成30年８月以降毎年、支援法に基づく資材供給調査の結果を公表。

（３）施策の今後の必要性
資材価格低減に向けた取組に一定の進展が見られる。引き続き、農業競争力強化プログラム等に基づく施策を推進することが必要。



３（１）② 経営安定・安定供給のための備え（重要5品目関連）
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■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：

（農林水産省） （政府備蓄米の買入れ）

【麦】
（農林水産省） （麦のマークアップ引下げ（経営所得安定対策））

（１）施策概要
国別枠の輸入量の増加が国産の主食用米の需給及び価格に与える影響を遮断するため、消費者により鮮度の高い備蓄米を供給する観

点も踏まえ、毎年の政府備蓄米の運営を見直し（原則５年の保管期間を３年程度に短縮）、国別枠の輸入量に相当する国産米を政府が備
蓄米として買入れ。

（２）成果実績・活動実績
ＣＰＴＰＰの発効に伴い、令和元年産米から政府備蓄米の運営を見直し、従来の買入数量（毎年 20 万トン程度）に加えて、 同協定に基づ

く豪州枠の輸入量に相当する量の国産米を政府備蓄米として買入れ。

（３）施策の今後の必要性
協定発効に合わせて講じた経営安定対策であり、各国のＣＰＴＰＰへの加入状況等に応じて、「国別枠による輸入量の増加が主食用米の

需給に与える影響を遮断する。」という目的を維持することを前提に必要な見直しを検討しつつ、引き続き継続的に実施することが必要。

（１）施策概要
マークアップの引下げやそれに伴う国産麦価格が下落する中で、国産麦の安定供給を図るため、引き続き、経営所得安定対策を着実に

実施。

（２）成果実績・活動実績
ＣＰＴＰＰの発効に伴い、経営所得安定対策のうち畑作物の直接支払交付金（ゲタ対策）の令和元年産の麦の交付単価について、期中改

定（加算）を実施。また令和５年産～７年産交付単価について、ＣＰＴＰＰ及び日米貿易協定の発効に伴う影響を踏まえて算定。

（３）施策の今後の必要性
協定発効に伴う影響が生じる令和13年度まで単価に加算するとともに、経営所得安定対策を継続的に実施する必要がある。

【米】



３（１）② 経営安定・安定供給のための備え（重要5品目関連）
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■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【牛肉・豚肉】
（農林水産省）（肉用牛肥育経営安定交付金、肉豚経営安定交付金）

（１）施策概要
畜産経営の安定に関する法律に基づき、肉用牛肥育経営安定交付金（牛マルキン）及び肉豚経営安定交付金（豚マルキン）は、標準的販

売価格が標準的生産費を下回った場合に、その差額の９割を交付金（国３：生産者の積立金１）として交付する制度。

（２）成果実績・活動実績
標準的販売価格が標準的生産費を下回った際に交付金を交付し、生産者の経営安定を図った。

活動実績（令和５年度）：牛マルキン交付額は384億円、豚マルキン交付額は実績無し。

（３）施策の今後の必要性
牛マルキン及び豚マルキンは、協定の発効に併せて法制化。今後の関税引下げの影響に備え、継続的かつ適切に運用する必要がある。

（農林水産省）（加工原料乳生産者補給金制度）

（１）施策概要
畜産経営の安定に関する法律に基づき、生乳の再生産の確保と全国の酪農経営の安定を図るため、加工原料乳（脱脂粉乳、バター、

チーズ、生クリーム等向け生乳）となる生乳の生産者に対して生産者補給金等を交付。

（２）成果実績・活動実績
加工原料乳生産者補給金の対象となる加工原料乳に平成29年度から生クリーム等の液状乳製品を追加し補給金単価を一本化。これによ

り、乳製品ごとの需要に応じた柔軟な生乳供給の促進に寄与。

（３）施策の今後の必要性
今後も乳製品の関税引下げが継続する中、生乳の再生産の確保と全国の酪農経営の安定を図るため、継続的かつ適切に本施策を運用

する必要がある。

【乳製品】



■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：

【甘味資源作物】

３（１）② 経営安定・安定供給のための備え（重要5品目関連）

（農林水産省）（糖価調整制度）
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（１）施策概要
国産甘味資源作物の安定供給を図るため、改正糖価調整法に基づき、輸入加糖調製品からの調整金を徴収し、国内産糖の競争力強化

を図るとともに、着実に経営安定対策を実施。

（２）成果実績・活動実績
ＣＰＴＰＰ発効に合わせて、輸入加糖調製品からの調整金（令和元年度から令和５年度にかけて累計約388億円）を徴収し、国内産糖の競

争力強化を図るとともに、国産甘味資源作物生産者等への交付金支援（令和元年度から令和５年度にかけて累計約2,220億円）による経営
安定対策を着実に実施。令和６・７年産交付単価をＣＰＴＰＰ等の発効に伴う影響を踏まえて算定。

（３）施策の今後の必要性
協定発効に合わせて講じた経営安定対策であり、継続的に実施する必要がある。



■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：

【食品安全に関する情報提供等】

３（２）食の安全・安心

（消費者庁）

（１）施策概要 
食品事業者は、平成29年９月から開始された新たな加工食品の原料原産地表示制度について、経過措置期間（令和４年３月末）終了ま

での間に、順次、全ての加工食品について、原料原産地表示を実施することになったため、説明会の開催、相談窓口の開設、事業者マニュ
アルの作成・配布等を通じて、食品事業者が円滑に新制度へ対応できるよう支援を行ってきた。完全施行後も依然として説明会の開催要
望があるため、引き続き、事業者からの求めに応じて説明会への講師の派遣等を行う。また、消費者が正しく表示を理解できるよう、説明
会の開催や資料（パンフレット・リーフレット等）の作成・配布を通じて、消費者への積極的な普及・啓発を図る。さらに、消費者の安全確保の
ため、食品安全に関して、消費者が正確な情報に接し、自らの判断により消費行動が行うことができるようリスクコミュニケーションを実施す
る。 

（２）成果実績・活動実績 
平成29年９月の新制度開始以降、新制度についてのパンフレット等の作成・配布を行うとともに、説明会やセミナー等に職員を派遣し※（平

成29年度：82件、平成30年度：71件、令和元年度：68件、令和２年度：22件、令和３年度：45件、令和４年度：20件、令和５年度：32件、令和６
年度：15件（令和６年11月末時点））、消費者・事業者に対する普及啓発を実施した。また、食品安全全般をテーマにしたリスクコミュニケー
ションを178回（平成30年度：26回、令和元年度：38回、令和２年度19回、令和３年度：７回、令和４年度：31回、令和５年度：28回、令和６年
度：29回（令和６年12月時点））実施した※ 。 

※ 令和２年２月以降、国内におけるコロナ禍の影響により、説明会やセミナー等が開催中止又は延期されたことから、職員の派遣件数
やリスクコミュニケーションの実施回数は減少したが、消費者の利便性を加味したオンライン開催等により広く参加者を募るなど取組を進
めているところ。 

 （３）施策の今後の必要性 
消費者に対しては、新たな加工食品の原料原産地表示制度を十分に活用できるよう、積極的に普及・啓発を実施する必要がある。また引

き続き消費者が正確な情報に基づく適切な消費行動を行うよう、食品安全に関するリスクコミュニケーションを実施し、積極的に情報提供を
行う必要がある。
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■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【食品安全に関する情報提供等】

３（２）食の安全・安心

（農林水産省）（加工食品の原料原産地表示制度の普及・啓発）

【輸入食品に対する監視指導等】
（厚生労働省）
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（１）施策概要
平成29年９月に制度化された加工食品の原料原産地表示について、経過措置期間が終了し、令和４年４月から完全施行された。農林水

産省は、この経過措置期間において、全ての事業者がこの新制度に対応できるよう、消費者庁と連携し、相談窓口の開設、事業者向けマ
ニュアルの作成・配布を行い、同マニュアルを活用したセミナーの全国での開催などを通じて、事業者への支援を実施し、経過措置後もマ
ニュアルの周知等の支援を行う。

（２）成果実績・活動実績
平成29年９月以降、新制度についての事業者向けマニュアルを作成・配布し、同マニュアルを活用したセミナーを全ての都道府県におい

て開催（平成29年度10地区（計13回）、平成30年度18地区（計18回）、令和元年度20地区（計23回））。令和２年度及び令和３年度は、事業
者が実際に原料原産地表示に取り組む際の注意点を解説した動画等を作成し、事業者への普及・啓発に努めた。令和４年度以降は、引
き続きマニュアルの周知を図るとともに、食品表示の適正化に取り組んでいる。

（３）施策の今後の必要性
原料原産地表示は、消費者が食品を選択する際の重要な情報である。引き続き、関係機関とも連携しながら食品表示の適正化に取り組

むことが必要。

（１）施策概要
食の安全・安心を守るため輸入食品の適切な監視指導を徹底するための体制強化に努める。 

（２）成果実績・活動実績
・モニタリング検査：令和４年度100,947件（計画件数100,021件）、令和５年度101,096件（計画件数100,109件）
・現地調査及び二国間協議等：令和４年度は８か国（うちＣＰＴＰＰで１か国、ＥＵで３か 国、ＲＣＥＰで１か国） 、

令和５年度は10か国（うちＣＰＴＰＰで２か国、ＥＵで６か 国）にて実施。 

（３）施策の今後の必要性
経済連携協定の進展等に伴い、今後も海外からの輸入食品の増加が見込まれることから、引き続き、輸入食品の安全性確保に万全を期

すため、監視体制及び輸出国における衛生対策の推進の強化を図る必要がある。



■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【特許審査体制の整備・強化】

３（３）①特許・商標関係/②著作権関係

【ＴＰＰ整備法による著作権法の改正事項の周知】
（文部科学省）

（経済産業省）

（１）施策概要
・特許審査体制について、「世界最速・最高品質の特許審査」を実現するため、登録調査機関による先行技術文献調査を実施。
・商標審査体制について、高い水準で推移する商標登録出願に対応し、審査の効率化をより促進するため、「商標の拒絶理由横断調査

事業」を実施。

（２）成果実績・活動実績
・特許審査について、登録調査機関による先行技術文献調査（令和５年度：14.1万件）を実施。令和５年度の権利化までの期間は平均13.8
月（令和４年度：平均14.7月）。

・商標審査について、商標の拒絶理由横断調査事業による拒絶理由該当性調査（令和５年度：3.1万件）を実施。令和５年度の権利化まで
の期間は平均7.3月（令和４年度：平均6.9月）。

（３）施策の今後の必要性
特許・商標等の審査体制の整備・強化は、審査の効率化や質の向上を通じて、早期の権利化による模倣品対策や、権利の安定性向上等

に寄与するもの。今後とも、必要な審査体制の整備・強化に取り組んでいくことが必要。
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（１）施策概要
著作権等の保護期間の延長を始めとしたTPP整備法による著作権法の改正事項について、適切に運用されるよう、文化庁の著作権セミ

ナーや関係団体への研修等の機会を通じた周知を行う。

（２）成果実績・活動実績
文化庁ホームページにおいて、改正の趣旨や改正内容に関する解説、著作物等の保護期間の延長に関する詳細なＱ＆Ａ等について情

報発信を行った。また、本改正法の施行日（平成30年12月30日）以降、現在に至るまで、都道府県等職員、教職員・ＩＣＴ支援員、図書館等
職員を対象とした講習会や、広く一般国民を対象とした著作権セミナーを令和６年度までに55回開催し、27,187人が受講。 TPP整備法によ
る著作権法の改正事項を含め、著作権制度全般について周知している。

（３）施策の今後の必要性
著作物等の保護期間の延長を始めとしたTPP整備法による著作権法の改正事項に関する周知はこれまで円滑に進んでいるが、改正後

の著作権法が適切に運用されるよう、引き続き、機会を捉えて周知する。



３（３）②著作権関係

【著作物等の利用円滑化】
（文部科学省）

（１）施策概要
著作物等の利用円滑化のため、権利情報集約化のための調査研究、著作権契約書のひな型を含むガイドラインの普及・啓発、写り込み

に関する権利制限規定の対象の拡充や研究目的に関する権利制限規定の創設等の社会的諸課題への対応、柔軟性のある権利制限規
定の具体的な事例を含むＱ＆Ａの策定・周知等を通じた活用促進、著作物等の利用許諾に係る権利の対抗制度の導入等のライセンシン
グ体制の整備等を進める。

（２）成果実績・活動実績
●デジタル化・ネットワーク化に対応した柔軟な権利制限規定について、平成30年の著作権法改正を踏まえ、規定を活用した新たなサー
ビスのニーズ募集などを実施。

●教育の情報化に対応した権利制限規定について、令和２年４月28日から、令和２年度に限り補償金額を特例的に無償として制度が開

始され、関係団体で規定の運用に関するガイドラインを策定し運用を実施（令和３年度から有償の補償金による本格実施を開始。）。令
和５年度における補償金の申請教育機関設置者数は3,345件、教育機関数は35,553件、補償金収受額は約51億円。

●アーカイブの利活用促進に関する権利制限規定について、関係団体で規定の運用に関するガイドラインを策定し運用を実施。

●障害者の情報アクセス機会の充実に関する権利制限規定について、権利制限規定の対象となる障害者の範囲を拡大するとともに、著
作物の音訳等ができる主体の範囲を拡大し、従前よりも多くの団体において運用を実施。

●令和２年６月に「著作権法及びプログラムの著作物に係る登録の特例に関する法律の一部を改正する法律」が成立し、写り込みに係る
権利制限規定の対象範囲の拡大、行政手続に係る権利制限規定の整備、著作物を利用する権利に関する対抗制度の導入について、
令和２年10月１日に施行。

●令和５年５月に「著作権法の一部を改正する法律」が成立し、①著作物等の利用の可否に係る著作権者等の意思が確認できない著作
物等の利用を円滑化するための裁定制度の創設、②文化庁長官の指定・登録を受けた民間機関（窓口組織）による当該裁定制度等に
係る手続の簡素化について改正し、施行に向けて準備中。

●web3.0時代において大量で多種多様な著作物の権利処理を迅速、円滑に進めるに当たり、簡素で一元的な権利処理を可能とするた
め、分野を横断する一元的な窓口組織を活用した権利処理に不可欠な「分野横断権利情報検索システム」に係る調査研究を実施。

（３）施策の今後の必要性
● 簡素で一元的な権利処理を可能とするため、未管理公表著作物等に係る裁定制度等のための窓口組織の整備や、分野横断的な権

利情報の検索が可能となる「分野横断権利情報検索システム」の構築に向けた取組を進める必要がある。
●柔軟な権利制限規定については、当該規定を活用した新たなサービスの円滑な実施に資するよう、規定の活用促進に向けた産業界等
のニーズの把握や周知等を行っていく必要がある。

●その他社会的諸課題への対応、円滑なライセンシング体制の整備等について、著作物の利用円滑化に向けて引き続き検討を行ってい
く必要がある。
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３（３）③地理的表示（GI）関係

【地理的表示の相互保護制度整備による農林水産物の輸出促進等】

（農林水産省） （地理的表示の相互保護制度を活用した農林水産物の輸出促進等）

（１）施策概要
特定農林水産物等の名称の保護に関する法律（ＧＩ法）に基づき、農林水産物等のＧＩ登録を進めるとともに、条約等の国際約束により、

諸外国とのＧＩの相互保護を進めるなど、侵害行為に適切に対応。

（２）成果実績・活動実績
• ＧＩ法が平成27年６月１日に施行されてから、現在まで167産品が登録（令和７年３月末現在） 。また、日ＥＵ・ＥＰＡ及び日英ＥＰＡに基づ

き、ＥＵで日本の108産品（令和５年12月現在）、英国で日本の109産品（令和６年12月現在）を保護。（いずれも酒類を除く。）
• 加工食品など輸出向け産品の登録を促進する観点から、令和４年11月に、知名度の高い加工品を幅広く登録できるよう審査基準を改

正するなどＧＩ制度の運用を見直し、その後「青森の黒にんにく」「揖保乃糸」「ちんすこう」など、輸出にも取り組む地域の著名な産品が登
録。インバウンド向けツーリズムへのGI活用を始め、ＧＩの更なる活用によりジャパンブランドとして販路開拓を推進。

• 日ＥＵ・ＥＰＡ及び日英ＥＰＡの保護の活用に向け、当該地域内におけるＧＩ不正使用の実態を定期に調査。

（３）施策の今後の必要性
• 輸出の促進には海外での模倣品対策が不可欠であることから、輸出指向のある産品のGI保護制度活用を進めるとともに、引き続き諸

外国との相互保護を推進することが必要。
• ジャパンブランドの活用を推し進めるため、日本のGI保護制度に係る国内外への情報発信やGI産品の魅力訴求の強化に取り組むこと

が必要。
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■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【植物新品種の保護の促進】

３（３）④植物新品種・和牛遺伝資源保護関係

（農林水産省）

【和牛遺伝資源の保護の促進】
（農林水産省）

（１）施策概要
我が国が開発した優良な植物新品種が海外に流出し、産地が形成される場合、農産物輸出の障害となることから、海外における品種登

録（育成者権取得）を進めるとともに、海外におけるライセンスなど適切な権利行使に向け育成者権管理機関の取組を推進。

（２）成果実績・活動実績
• 海外での品種登録出願を支援した403品種のうち、242品種が海外で育成者権を取得し（令和６年９月現在）、これらの品種については、

海外での侵害に対して栽培差止め等の権利行使が可能。また、海外で侵害が疑われる場合は、育成者権者による侵害対策を支援。
• 海外での日本品種の無断栽培の実効的な抑止をしつつ、海外からの稼ぎにつなげるため、育成者権管理機関の取組を推進。

（３）施策の今後の必要性
引き続き、海外での品種登録や侵害対策を支援するとともに、優良品種の戦略的な海外ライセンスを推進するため、育成者権管理機関の

早期立上げ・事業化を進めることが必要。
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（１）施策概要
和牛遺伝資源について流通管理対策を実施するとともに、知的財産的価値の保護を推進。

（２）成果実績・活動実績
家畜改良増殖法に基づく立入検査等の実施、同法に基づく家畜人工授精所の開設者による都道府県知事への運営状況の報告等のため

の全国システムの運用・機能強化及び家畜人工授精師等に対する法令遵守の徹底のための研修会の開催など適正流通を確保するため
の取組を推進。

家畜遺伝資源に係る不正競争の防止に関する法律に基づく和牛遺伝資源の譲渡の際に締結すべき契約のひな形の普及等による不正競
争防止の取組を推進。

（３）施策の今後の必要性
和牛は、我が国で作出された固有の品種であり、その遺伝資源は、我が国畜産業における競争力の源泉の一つとなっていることから、和

牛肉の輸出拡大や国内生産基盤の強化を図る上で、引き続き和牛遺伝資源の保護に万全を期していくことが必要。



■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【地方公共団体等への情報提供】

３（４）政府調達

（総務省）
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（１）施策概要
○ 地方公共団体等に対して政府調達の合意内容に関する情報提供を実施。

（２）成果実績・活動実績
○ 平成29年７月（日EU・EPA大枠合意）から令和２年11月にかけて、関係地方団体等に対して、以下のとおり

説明を実施するとともに、所属する地方公共団体への連絡を依頼。
・全国知事会（都道府県東京事務所長等説明会への出席、事務局への説明）
・全国市長会（会長（山口県防府市長）、行政委員長（東京都立川市長）及び事務局への説明）
・指定都市市長会（事務局への説明）
・中核市市長会（中核市市長会会議への出席・説明、中核市市長会東京事務所への説明、

中核市市長会事務担当者会議 への出席・説明）
その他、地方公共団体等の要望に応じて日EU・EPA交渉の合意内容に関する説明会において説明を行った。

○ さらに、日EU・EPA及び日英・EPAの発効に際し、政府調達に関する事項について、地方公共団体等に対して通知。
協定発効後には、協定の遵守に係るフォローアップのための事務連絡を発出（直近では令和６年10月）。

○ また、政府調達に関する地方公共団体等からの問合せに対して、協定内容等を丁寧に説明。

（３）施策の今後の必要性
○ 引き続き、地方公共団体等に対し、政府調達に関する事項を正確かつ丁寧に説明する。



３（５）その他

（外務省）

【越境取引による消費者トラブルへの対応強化】
（消費者庁）

■ 政策大綱実現に向けた主要施策（主なもの）：
【国際経済紛争処理に係る体制整備事業】
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（１）施策概要 
国際化の進展により電子商取引等による越境取引の増加が見込まれることから、特定商取引に関する法律（以下「特定商取引法」という。）に

よる越境取引への対応策を推進する。また、我が国の越境消費者トラブルに関する消費者の相談窓口である「国民生活センター越境消費者セ
ンター（ＣＣＪ）」において、トラブル解決のために必要な支援を行うとともに、消費者庁はＣＣＪと海外の消費者相談機関等との連携関係構築に
向けた取組等を支援している。

 （２）成果実績・活動実績 
ＣＣＪでは年間６千件程度の越境消費者トラブルの相談対応を行っている。

（３）施策の今後の必要性 
特定商取引法の適切な運用を行っていくことが必要。また、越境取引が拡大していく中、日本の消費者が安心して海外事業者との取引を行え

るよう、ＣＣＪの機能を強化し、越境取引による消費者トラブルに関する相談対応を適切に行うことが不可欠。

（１）施策概要
投資家と国との間の紛争解決（ＩＳＤＳ）の応訴・予防に関する専門家による研修実施、ＩＳＤＳの先例に関するデータベースを含めた資料整備、

国内外における専門家からの情報収集等を通じ、ＩＳＤＳを始めとする国際経済紛争処理への対応を強化。

（２）成果実績・活動実績
・関係省庁及び地方自治体が出席するＩＳＤＳに関する研修を､平成28年度（2016年度）以降毎年開催し、ＩＳＤＳの予防を呼び掛け。
・投資協定及びＩＳＤＳに関する基礎的な事項をまとめた投資関連協定ハンドブックを使用し、関係省庁及び地方自治体へ紛争予防のアウトリー
チを実施。

・一定の知識を有する外務省員等に対し、ＩＳＤＳへの対応能力を強化するための実務的なセミナー・ワークショップ（演習を含む。）を実施。
・ＣＰＴＰＰに基づく初の国家間紛争解決事案である「カナダ－乳製品関税割当配分措置（ＮＺ）」のパネル手続及びその後の履行確認手続の動
向等を第三国として継続的にフォロー。

・ＩＳＤＳの判例に関する専門家の研究会に参加。
・国内外の実務家・研究者との意見交換を月１回程度の頻度で実施。

（３）施策の今後の必要性
国際経済紛争処理を通じた我が国の国益の確保､及びＣＰＴＰＰを含む国際経済ルールの整備を国民が安心できる形で推進する観点から､引き

続き効率的かつ効果的に現在の施策を推進し､紛争事案のフォロー、研修及び資料環境の整備等を通じて応訴体制の一層の強化が必要。



３（５）その他

【個人情報の保護を図りつつ、その円滑な越境移転を可能とするための環境整備】
（個人情報保護委員会）

【皮革・皮革製品産業の競争力強化】
（経済産業省）

（１）施策概要
皮革関連産業の競争力強化に向けた取組を進める。

（２）成果実績・活動実績
基金造成法人において、なめし革製造業者及び革靴製造業者等を対象に、各事業者が行う設備投資等（最新皮なめし用ドラムなど）への

支援を行うとともに、販路開拓、ブランド化等の事業を実施している。本取組により、生産性向上や事業の多角化等を推進している。
令和４年度の皮革関連産業製造業者の国内出荷額については、最終目標2,465億円に対して3,805億円。

（３）施策の今後の必要性
基金の最終目標年度である、令和13年度末までに皮革関連産業の競争力強化を達成できるよう本施策を実施する必要がある。今後も引

き続きより効果的・効率的に基金事業を実施する。  
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（１）施策概要
DFFT（Ｄａｔａ Ｆｒｅｅ Ｆｌｏｗ ｗｉｔｈ Ｔｒｕｓｔ：信頼性のある自由なデータ流通）の推進及び具体化のため、事業者が個人情報を安全かつ円滑に越

境移転することを支援、そのニーズ等に応じて複数の選択肢（相互認証の枠組み、国際的な企業認証制度、グローバルなモデル契約条項
等）から最適な越境移転スキームを選ぶことができる国際環境の構築を推進。

（２）成果実績・活動実績
・日EU間の相互認証の枠組みについては、令和６年６月、EUによる日本への十分性認定の対象範囲の拡大に関する現在進行中の協議が

着実に進展していることを歓迎し、両者の間の協議を可能な限り早期に妥結させることを視野に入れて作業を加速させることに合意し、共同
プレス・ステートメントを発出。両者間で引き続き協議中。また、日英間の相互認証の枠組みについても、英国との協議を開始し、令和６年８
月以降数次にわたり実務者レベルの会議を実施。

・国際的な企業認証制度であるグローバルCBPRについては、アウトリーチ活動の一環として、同年５月に東京においてワークショップを開催。
・グローバルなモデル契約条項（MCC）については、既存のモデル契約条項に関する共同調査に向けてシンガポールとの間で協議を実施。

（３）施策の今後の必要性
デジタル社会の進展に伴い、個人情報を含むデータの安全かつ円滑な越境流通の重要性が更に増す中、DFFTのなお一層の推進及び具

体化に努めていく。特に、多国間（マルチ）の会合や二国間（バイ）の会談、協議など、様々な機会を通じて、引き続き、複数の選択可能な越境
移転スキームの導入促進を図っていく。


